
5.3モ デル工程の工程変動と制御 シミュレー ション(成 形実験1)

5.3.1工 程 の変動を得るための実験の実験計画

オ ンライン管理 の有効性を検 討す るため,成 形実験 を行い,オ ンライ ン計測及び工程変

動のデータを得る.こ れ らのデータは予測 制御の シミュレー ションを行 うために使用 した。

使用 した成形機 は山城 ・津上製横型射出成形機SS-5で ある.成 形品は厚 さ2mm,直

径14mmの 歯車で,ポ リアセタール樹脂製で ある.

成形品 に影響があると思われ る成 形条件のうち,表5.3.1の4つ の因子 を選び、それぞれ

3水 準 に設定 した.

表5.3.1実 験に取 り上げた成形条件

また、固定条件 として,射 出時間,冷 却時間をいずれ も3秒 とした.

各因子の水準値 は,経 験的な標準値を第2水 準 とし,可 能な限 りでその前後 の変化 を与

え,第1,第3水 準値とした.こ れ らの因子 を直交表L9に 割 りつけ,9通 りの条件の組

み合わせ(実 験No.1～9)で 成形を行 った.こ れ ら9通 りの条件 は,現 実 に行われる成形

加工の範囲を覆つていると思われる.なお ,解析の結果,最適と思われる条件の組合せ( _

線の組合せ)で の確認実験(実 験No.10)も 併せて行 った.成 形のサイクル タイムは約8

秒,各 実験 では800シ ョッ ト,約2時 間の成形である.

本実験 においては,計 測特性 として成形 品の重量 を採用した.こ れは重量が最適な特性

であるか らではな く,計 測が容易で,オ ンライン計測 の研究を進め易く,ま た、 この段階

で システムを検 討 し,問題の所在 を明 らか にするの には問題 はないと判断 したためである.

成形品の重量(約250mg)の 成形 による変 動はかな り小さくなる と予測 されたため,最 小

目盛 り0.01mg,秤 量30gのMettler社 製電子 天びんによ り測定 した.工 程の変動を検出 し,

直ちに工程の管理に利用す ることを想定 して,成 形機の近傍に電子天びんを設置し測定 を

行った.成形機の振動,成形直後の成形品の温度により,電子天秤のドリフト,感度の変

化等が考え られ るので,型 開き後20～30秒 で の製品の測定後,ゼ ロ点、標準分銅(約

500mg)の 測定,さ らにゼ ロ点 の測定 をした。一連の測定の時間を考慮 し,製 品の測定間

隔を20シ ョッ トとした.さ らに、工程の細かい時 間的変動の解析を行 うため,1シ ョッ

トおきの成形品を成形順に保管 し,通 常成形品が安定す るといわれている48時 間以上後

に,安 定 した製品について重量の測定 を行 った.

5.3.2成 形実 験 の結 果

(1)オ ンライ ン計測の有効性

オ ンライ ン計測器の校正方法 としては,一 般に,定 点校正及び必要に応 じて感度校正が



行われ る.工 程変動を知るためには,ほ ぼ一定量の製品の微小量の変化を検出できればよ

く、微小量への感度校正の影響は小さいため,現 場標準による定点校正だけで充分な場合

が多い.変 化量が大きく感度校正が必要な場合には,最 低2個 の標準の測定値により感度

を修正しながら測定する.

図5.3.1測 定値 の か た よ り とゼ ロ点 の ドリフ ト

オ ンライ ン測 定中の,ゼ ロ点 ドリフ ト及びゼ ロ点校正後 の標準分銅 の測 定値の例を図

5.3.1に示 した.ゼ ロ点はマイナス方向に ドリフ トしてお り,ゼ ロ点校正 または定点校正が

測定の度に必要であることが示 されて いる.分 銅測定データの分散分析の結果,毎 回ゼ ロ

点校正 した測定値のば らつ きは標準偏差で0.01～0.03mgで あつた.こ れ に相 当す る感度 の

変化分 は1に 対 し6/100000以 下であ り,ま た,時 間に対す る傾向性 もな く,こ の実験程

度の時間では感度校正の必要はないことが分かった5 - 4 ) .

図5.3.2オ ンライ ン測定値 と安定後の値の比較



成形品が熱を持 っている状態での測定が,製 品の変動 を捉えて いることを確認す るため,

成形後48時 間以上後の成形品の重量測定の結果 と,オ ンライ ンでの測定結果とを比較 し

た.図5.3.2は 両者の測定値を時間(成 形 ショッ ト数)に 対 してプ ロッ トした ものである.

平均値 に0.2-0.4mgの 差があるが,こ れは,成 形品放 置中に,成 形品が水分 を吸収 し重量

が増加するために生 じると考え られる.一 方,製 品相互の変動 については,両 者の測定値

は同じ様な動 きを示 してお り,対 応が取れていることが分 る.ま た,回 帰分析 をした とこ

ろ,回 帰項は高度に有意で,非 常 によい直線関係にあり、オ ンライ ン測定値か ら安定後の

重量の予測は可能である ことが分か った.

(2)工 程変動 と周期分析

図5.3.3は,成 形順 に保管 しておいた1シ ョッ トおきの成形品の重量の変動を工程変動と

考 え,時 間 に対 してプロッ トしたものである.

図5.3.3製 品 の重 量 の変 動例

代表的な例のみ を図示 したが,工 程変動の特徴によ り分類する と,

ケース Ｉ:ド リフ トのほとん どな い場合(No.1)



ケースII:初期のドリフトに引続き傾斜は小さいながら重量が小さくなる場合(No.2,3)

ケースIII:成 形 開始 直後 に ドリフ トがあ り次第 に落 ち着 いて重量が安定 して くる場合

(No.4～10)

の3つ の場合 に分 けられる.何 れの場合で も,シ ョッ ト間のば らつきは大きい.ま た,III

の場合 で も,後 半のデータには長い周期の緩やかな うね りが見 られる.自 己相関 による検

討の結果,初 期の ドリフ ト部分 を除きショッ ト間の変動 に前後の相関はなく,ラ ンダムで

あった.また ,図 5 . 3 . 3の実験 N o . 4に見られる,突然 1つだけ重量の小さい製品が出来ると

いうよ うに,重 量が大 きく変化する例が少数なが ら見 られた.

工程変動を定量的に調べ,制御間隔を決めるために,周期分析5-5)を行った.周期分析

とは,デ ータを2n個 の単位に分割 し,そ の単位毎のば らつきを分散として求め,ど のよ

うな範 囲で校正あるいは制御を行 うのが適 当であるかを定量的 に求めるための分散分析の

方法で ある.分 散分析によ り得 られる周期成分がステップ的に大き くなる前の時間間隔が

最適制御間隔となる.

初期 の ドリフ トが常に存在す るのであれ ば,制 御の立場からは,初 期段階では制御間隔

を短 くし,工 程が落ち着 くに従 つて次第に間隔 を広げていくことができる.長 時間成形す

る場合 には、工程が落ち着 き緩 やかな変動をする部分が,初 期 ドリフ トの部分よ り重要で

あると考 え,全 データのうち緩やかな変動 をす る後半の256デ ータ(512シ ョッ トに相当)

を対象 に,2n個 の単位 に分割する周期分析のための分散分析 を行 った.表5.3.2に 分散分

析表の例 を示す.

表5.3.2制 御間隔 を決めるための周期分析 の例

最適 制御間隔は実験No.毎 に若干異なるが,デ ー タ16個(32シ ョッ トに相 当)の 前後 に

なる ことか ら、これ を次の実験のための共通的な制御間隔 として選んだ.

5.3.3シ ミ ュ レー シ ョンの実 験 計画

予測 ・制御の効果 及び前項で述べたステ ップI～IIIの 方法の効果 を調べ るために,成 形

実験のデー タを利用 して,計 算機によるシミュレーション実験を行った.す なわち、成形

実験の工程変動データをもとに、このよ うな変動があった場合 にオンライ ン計測が行われ

目標値か らの差の修正(制 御、校正)が 行われた とした場合のばらつきを求 めるためのシ



ミュ レー シ ョンを行 った 。

シミュ レーションによ りその効果 を調べたい因子、すなわち制御因子 として次 のものを

取 り上げた。

H:オ ンライン測定のサ ンプ リング数(1個,2個,4個 の3水 準)

Y:オ ンライン測定値から工程平均を予測する式の違い

W:割 引係数の適用の有無

成形実験により得られた直交表L 9と確認実験の計1 0通りの安定後の成形品重量の変動

を工程変動のデータ例 として利用 した。工程変動例(L)は 標示因子 であり、その主効果

は誤差 とは別 に扱う必要がある。また、周期分析によ り得 られた最適制御間隔 は32シ ョッ

トとなるので,32シ ョッ ト毎 に測定サ ンプ リングするが、測定サ ンプ リングのス ター トの

ショッ ト位置を変えて計算 を行 つた.ス ター トショッ ト位置の因子 は,誤 差因子である.

予測式として, 3 2ショットおきの成形品の重量測定値の目標値からの差Δxを独立変数,

その後 3 2ショット間の成形品重量の平均値の目標値からの差Δyを従属変数とする一次回

帰式 を,実 際のデータか ら求めた.サ ンプ リング数が複数の場合,連 続 した成形 品の平均

値を測定値 とみな した。予測式を求めるための回帰分析 には,初 期14個 を除いた384個(768

ショット分 に相 当)の データを用いた.全 体的に変動幅の小さい実験No.1の 場合を除いて,残

差 に対 し回帰項 の有意性 の度合 は高かつた.

割 引係数の計算 に必要な予測の誤差分散Vcと して は,予 測式 を使 う場合には予測回帰

式の残差の分散,また,予測式を使わない場合(Δy =Δ x )には,制御間隔内の重量の

ば らつきを表す誤差分散Vwを 使用 した.

予測 ・制御の適用範囲 として,

(A)初 期 の ドリフ トを含 めた ほぼ全 デ ータ(736シ ョット分)

(B)初 期 の ドリフ トを除 いた 後 半 の デ ー タ(512シ ョット分)

の2通 りをとつた.こ れは,工 程の変動の全体的な傾向の違いによる制御 の効果の違いを

みるための ものである.

オンライ ン計測には時間遅れ(タ イム ラグ)が な く,計 測サ ンプ リング した次 の製品か

ら制御がかけ られ,そ の後の製品は次の制御 までの間,そ の制御量だけ修正 されて生産さ

れ ると仮定 した.

工程のばらつきは,目 標値か らの偏差の全変動の分散VTのSN比

によ り評価 した.計 算時間は短 く,ま た,因 子の数が少な いことか ら全ての組合せ につい

て計算 した.

5.3.4シ ミュ レー ション実験 の結果

図5.3.4に,適 用範囲(A),(B)の 場合の制御 の効果 を示 した.制 御 を しな い時全変動の

分散V T 1 ,制御した時の全変動の分散V T 2 ,及び ,周期内の分散V wの変化を各実験N o .

毎 に図示 した.VTIとV72の 差 が制御 の効果を、また,VT1とVwとの差が,制 御前の工

程の緩やかな うね りの分散 を表わ して いる.適 用範囲(A),(B)何 れの場合 も,実 験No.

1,4,5,10に お いて,制 御 の効果が小さい.こ れ らは全分散のうち周期内の分散成

分Vwの 占め る割合が高 く,緩 やかな うね り成分が小さいものである.緩 やかな うね りの



分散が大 きい他 の場合には,制 御の効果 は大 き く、制御 によ りばらつ きが小さくなってい

る。

図5.3.4制 御 を しない場合(T1)と した場合(T2)の 分散の違 い

表5.3.3制 御の効果 に対す る因子の効果

図5.3.5製 品のば らつきに対する因子の効果



表5.3.3の 分散分析表及び図5.3.5に、 シミュレーション実験で取 り上 げた要因の、全変動

VTのSN比 に対 する効果 を示 した.予 測式 を適用 した場合,ま た,サ ンプ リング数の多

い場合,ば らつきが小さ くなることが確認 された.し か し、サ ンプリング数を2倍 に して

も、分散 は2分 の1に なるわけではな く、分散の加法性か らのずれを生 じている.実 際に

オンライ ンの測定計画を立てるとき,改 善効果 として生 じる製品のばらつきによる損失の

減少 と測定 コス トの増加とのバ ランス を取 る必要がある.

割 引係数につ いては,初 期 ドリフ トのある適用範囲(A)の 場合,全 体 として,割 引係数

を適用 しない方が 良い.適 用範囲(B)で は,Y(予 測式)と の交互作用が大 きく,特 に,

予測式 の有無によ りその傾向は逆 になった.こ れは,高 次の変動の大きさや ドリフ トによ

り割 引係数の効果が変わることを示 して いる.

範囲(A)の 様 に一方向の ドリフ トがある場合、割 引係数のために,ド リフ ト量 に対 し修

正量が小 さくな り過 ぎ、割 引係数 を適用 しない場合に比べ、目標値か らの差は小さくな ら

ない。一方、範囲(B)で は、割 引係数は単独では有効であるが、予測式 も適用した場合 、

予測式の1次 係数が1よ り小さい上 に,さ らに割 引係数を掛 けるため修正量が小さくな り

過 ぎて修正 しきれないため,交 互作用が生じたと考え られる。割 引係数の特徴か ら,± に

変化するうね りのよ うに以後の工程の変化 が必ず しも一定方向ではない場合 には、割引係

数法 を適用する ことが有効であることが明かとなった。

実際の製品の誤差 には,シ ミュレー シ ョンで取 り上げた ものの他,制 御遅れの誤差,信

号因子の制御量への変換式の誤差,現 実の作業,操 作のば らっき等が加わ る.

5.3.5工 程変動実験 のま とめ

オ ンライ ン計測管理 システムを機能させ るための基本的条件 として,計 測 システムの管

理、計測間隔、予測方法の3項 目を立て、プラスチ ック成形工程 をモデル とした検討 を行

なった。 さらに、成形実験 によ り得 られた工程変動のデ ータを用 いた工程の予測 ・制御 方

式 のシミュレーシ ョン実験を行い、次 の結果 を得た。

①成形品の重量によ り成形工程 の変動 を捉えたところ、工程変動 は,一 方向の ドリフ トが

な く緩やかな うね りだけの場合 、初期 ドリフ トに続き緩やかな うね りのある場合、緩やか

な ドリフ トが残る場合の3つ の場合 に分かれ、それぞれ に制御条件の効果 に違いを生 じる。

②成形工程の制御 にお いて、オ ンライ ン計測のサンプリング数 を増 し測定値の信頼性 を上

げることによ り,成 形品のば らつきを減 らす ことができるが、サ ンプ リング数 に反比例 し

て分散が小さ くな るわけではな い。

③工程平均の予測 を行なうことは、製 品のば らつ きを減 らすために有効である.

④割 引係数法は、一方向に ドリフ トす る工程には有効ではないが、うね りのある工程に対

しては有効である。



5.4成 形品の特性変化 とその予測

5.4.1収 縮量の予測のための実験(成 形実験2)

プ ラスチ ック成形工程おいて特徴的な ことは,成 形品は成形直後は温度が高 く,冷 える

に従って大き く収縮 し,そ の寸法はオンライン計測中 も変化することである.一 方,早 く

工程の状態を知 り,制 御す るためには,成 形品が安定するまで待つ ことは出来ない,そ の

ため,水 冷法な どのように強制的に製 品を冷却 した うえで測定 し,安 定後の寸法 を予測す

る等の ことが行われている.こ こでは,計 測を単純化するために,成 形直後 、高温のまま

の状態 で成形品の寸法測定を行い,そ の測定結果によって安定後の寸法 を予測す る場合を

想定 し,予 測・ 制御 システム設計のための基礎的実験 を行なった.

金属 の加工な どにおいて も,加 工直後は製品が高温 で,冷 えると特性が変化 してしまう

等,変 化量の大小はあるが,同 じ様な問題 を抱 えているといえる.

プ ラスチ ック成形工程の場合,工 程変動 は成形品の品質特性値の変動 によって知ること

ができ,品 質特性は製品の安定後の特性値 によ り表す ことができると仮定する.成 形品の

安定後 の特性値 は成形条件,成 形直後 の製品の冷却履歴などの条件によ り変化 し,ま た,

オンライン計測特性値 は成形条件,オ ンライン計測の条件によ り変化すると考 え られる.

従 って,成 形品の収縮量 もそれ らの条件によって変化す るが,実 際の成形条件はパ ラメー

タ設計で決め られる一定条件であるので,複 雑な収縮 は考え られないことか ら,感 度係数

β=1と 仮定す る.す なわち,成 形直後のオンライ ン計測特性xか ら品質特性yを 予測す

るための1次 式 を,

と仮定 した、 ここでhは 成形品の収縮量 を表 してお り,種 々の条件の関数である.収 縮量

が変化する条件 を変更 した場合には,予 測式を変更す る必要が生 じる.成 形実験2,3は 、

どの ような条件によって収縮量が変化す るかを明 らか にす るための実験である。

5.4.2実 験装置 と計画

成形条件によ り成形品の収縮値が どのような影響を受けるかを求める実験を行 った.工

程変動を知るための計測特性 は,内 カムの高 さで あ り,非 接触 測定のできる レーザスキャ

ンマイクロメータ(ミ ツ トヨ社製,最 小読み取 り0.2μm)を 使用 して測定 した.

実験 に使用 した成形機は津上-山 城社製横型射出成形機SS-7で,対 象 とした成形品

はモデル製品のポ リアセタール(三 菱瓦斯化学社製ユ ピタール)製 の2重 カムで あり,オ

ンライン計測特性は内カムの高さである、工程変動を知るための品質特性 としては,内 カ

ムの高さ,及 び外径を選んだ.高 さは金型の型締方向の,外 径はそれ に垂直方向の寸法特

性で ある.測 定器は非接触測定ので きるレーザスキ ャンマイクロメー タを使用 した.解 析

は主 に内カムの高さにつ いて行 い,必 要に応 じて外径 について検討 した,

成形条件の内,表5.4.1の 因子を内側直交表L18に,ま た,そ の外側 に工程制御の信号因

子になる射出圧力 と反復を割 り付けて実験 を行 った.外 側 に割 り付 けた射 出圧力は工程制

御のための信号因子であ り,内 側の射 出圧力の水準の 前後 に小さ く変化 させたものである.

実験の効率化を図 るため,内 側直交表は,最 適成形条 件の組合せ を見 つけ るた めのパ ラメ



ータ設 計実験 と同 じ割付 と水準 を用 い
,並 行 して実験を行 った.因 子の水準は表5.4.1の通

りである.

表5.4.1成 形実験2に 取 り上げた因子

サ ンプ リングした試料の内カムの高 さの変化 を,射 出完 了か ら4分 間連続記録 し,そ の

最大値オ ンライ ン計測特性値 とした.更 に,成 形品が安定 したと思われる成形後48時 間後

に,安 定後 の高 さの測定を行った.計 測の安定性 を増すために,い ずれの場合 も成形品を

吸引保持 しなが ら測定 した.オ ンライ ン計測中,吸 引す ることによって,オ ンライ ン計測

しない ものと冷却履歴は異なって しまうが,現 場での条件が一定であれ ば,予 測 が可能で

あると考 え,計 測の信頼性 を増す ことを重視 した.

パ ラメータ設計実験の内側直交表 の各行の実験の前 と後の ショッ トの うちか ら各1個 ず

つ計2個 実験試料をサ ンプル した.サ ンプ リング した試料の内カムの高 さの変化 を,射 出

完了か ら4分 間連続記録 し,オ ンライ ン計測特性値 と した.更 に,成 形後24時 間以上後

に,同 じ試料について安定後の高 さの測定 を行 った.

5.4.3収 縮量に対する成形条件の影響

成形直後 のオ ンライ ン測定中の内カムの高 さの変化は図5.4.1のよ うになる.金 型か ら取

り出され,測 定器 に置かれた成形品は,一 旦 大きくな り,射 出完了か ら17-22秒 後 に

最大値を持 ち,そ の後収縮する.収 縮速度 は時間が立つに したが って小さ くなる.確 認の

ための実験 において,オ ンライン測定の開始時間をず らして もこのよ うな ピークが見 られ

ることか ら,温 度の高 い成形品を測定器の載物台に置 くことによ り生 じる ものであること

が明かとなった.



図5.4.1オ ンライ ン測定 中の内カムの高さの変化

表5.4.2実 験2:高 さ特性値の分散分析

図5.4.2収 縮 量 へ の 因子 の効 果



各試 料 について得 られた収縮値(オ ンライ ン測定値の最大値-安 定後の値)を 分散分析

した結果 を表5.4.2に示す、収縮値は金型温度,冷 却時間,射 出時間,樹 脂温度 によ り大き

く変化す る.収 縮値への有意要因の効果 を図5.4.2に示す.収 縮値は因子の水準の変化に対

して直線的に変化 し,1次 式で表す ことができることが分かる表収縮値が大きくなって い

る水準 は,い ずれ もオンライン計測を行なった時点の成形品の温度が高 くなると考え られ

る水準である.一 方,射 出圧力による分散は小さく,収 縮値への影響が小さい ことが明か

とな った.

収縮値で有意 にな らない因子では、最大値、4分 後、安定後の特性値によっては因子 の

効果が変わ らないが、有意になる因子では、特性値によって因子の効果が異な り、収縮の

様子が変 化する ことを示 している。それを明 らかにす るために、収縮 の様子をみ る。収縮

の様子 を見るために,オ ンライ ン計測値の最大値,4分 後の値,安 定後の値の平均値を時

間的変 化に対 して図示すると図5.4.3,図5.4.4の 様になる.分 散分析で有意になった金型温

度の場合,最 大値で は差がみ られるが安定後の値には差がみ られず,収 縮を表す線は交差

す る.そ れ に対 し,射 出圧力の場合,収 縮 を表す線は平行 にな り,最 大値の差 はその まま

安定後の値の差 となる.

図5.4.3金 型温度 による収縮の違 い 図5.4.4射 出圧力による収縮の違い

これ を,予 測 システムの設計の立場か ら整理す ると,射 出圧 力の値を制御のために変化

させたとして も,収 縮値 に影響せず一定である ことか ら,予 測式を取 り直す必要 もないと

結論でき,オ ンライ ン制御のための信号因子 として適切であるといえる.

さらに,収 縮値の解析 において有意な要因となった4つ の成形条件を変 える場合 には,

予測式を変更す る必要がある.そ のために,こ れ らの条 件をパ ラメータとして含 んだ式 と

して予測式 を1次 式の形で求める.射 出時間,冷 却時間,金 型温度,樹 脂温度 をそれぞれ

t1(sec),t2(sec),t3(℃),t4(℃)と して,収 縮値hの 予測式は,



となる.た だ し,こ こで基本収縮値h0は 収縮値 の平均値 である.実 際には,パ ラメータ

設計で得 られた最適条件での値が入 り,そ の条件で成形す る限 りは,射 出圧力を変えたと

して も一定 の収縮値 になる.

5.4.4成 形品の冷却履歴 による寸法変化(成 形実験3)

成形実験2で はオ ンライ ン計測 した成形品の収縮 について検討 したが,オ ンライ ン計測

した成形品 としない成形品とは冷却履歴が異なる ことが分かった.そ こで,成 形直後の冷

却履歴 の違 いによる成形品の安定後の高さ(品 質特性)へ の影 響 と,オ ンライ ン計測を行

うことによって生ず る成形品の特性変化 を見 るために,連 続成形実験を行なった.成 形条

件は,オ フライ ン管理 におけるパラメー タ設計の結果か ら得 られた最適成形条件の組合せ

(表5.3.4の下線)を 使用 した.実 験機器は実験2と ほぼ同 じである.

実験で取 り上げた因子は,次 の通 りである.

1)成 形品の冷却履歴に関する因子

A)冷 却 中の製品の姿勢:製 品を成形順 に並べ るための保管箱に置 く成形品の姿勢 を

変 える.図5.4.5の ように底面を下 にした場合(A1)と,外 壁を下にした場合(A2)

の2水 準 を取 った.保 管箱 には仕切 りのつ いた箱 を利用 し,蓋 はな く,底 に紙 を敷

いている.

図5.4.5冷 却 中の成 形品の姿勢

B)冷 却用金属板の使用:成 形直後,測 定器の載物台と同じ材質(黄 銅)の 板の上(温

度は室温)に20秒 間置いて冷却 させる場合(B1)と,板 を使用せず直接保管箱の

紙の上で冷却させる場合(B2)の2水 準とした.こ の因子は成形直後の冷却履歴

の違いを作ると共に,オ ンライン計測しない成形品にオンライン計測したものと似

た冷却状態を与えるためのものである.

2)連 続成形 に関す る因子

C)射 出圧 力のパ ター ン:成 形品の高 さを変化 させ るための調整、あるいは、制御用

の因子 となる射出圧力を変化 させたときの高さの変化 を見 るための因子で 、上昇、



下降の組み合わせで、山形と谷型のパターンを水準として取り上げた。

D)成 形開始からの経過時間:成 形工程の場合、熱的な安定性の問題があり、成形開

始直後の状態と、熱的に安定した連続成形状態では異なっていると考えられる。そ

の違いを見るためにこの因子を取り上げた。具体的な水準については後で述べる。

3)オ ンライ ン計測条件に関する因子

E)オ ンライ ン計測の開始時間:オ ンライ ン計測の開始時間を変えて成形直後の冷却

条件 の違いによるオ ンライン計測値の変化を見 るため に取 り上げた。

A～Dの 因子 を表5.4.3の直交表L8に 割 り付けた.

表5.4.3直 交 表L8へ の割 付

図5.4.6連 続成形実験の手順(R3の 場合:No.はL8の 行に対応)



また,直 交表に割 り付 けた因子 とは別に,保 管箱に収納す ることの成形品のば らつきに

対す る効果 を調べるため に,L8の 各行の成形実験の後40ショット分の成形品を製品溜に溜め

て,あ る程度冷えた後,保 管箱 に回収 した.製 品溜に製品を溜めて,ま とめて管理するこ

とは成形の現場ではよ く行われている.こ の場合成形品は成 形順には収納できないが,そ

のばらつきを調べ る目的には十分である.

成形は40ショットを1単 位 とし,単 位毎 に射 出圧力を変化 させ,7単 位 を1回 の成形実験 と

し,1行 の実験は320ショット,約1時 間である.実 際には,成 形開始か らの経過時間を考慮

し,図5.4.6で 示すように2行 分の成形実験は連続 して行 ったため,約2時 間の連続成形を

1回 の反復 とした.オ ンライ ン測定 は、10ショッ トに1回 成形品 を成形直後 にサ ンプ リン

グし,内 カムの高さの変化を20秒 間連続測定 した.さ らに,安 定後の高 さを成形48時

間後に測定 した.測 定の安定性を増すため に,何 れの場合 も成形品を吸引保持 しなが ら測

定 した.

5.4.5実 験結果

この実験ではオ ンライ ン計測の開始時間 を変化させ たため,収 縮値 を正確には求め られ

ない.そ こで,成 形条件が同 じ場合には,成 形直後の値 は同 じで ある と仮定 して,収 縮値

の代わ りに安定後の高さ値 によ り検討 を進 めた.

図5.4.7は反復1回 目(実 験番号4,2)の 実験の安定後の高 さのデー タを成形順 にプロッ ト

した例である.× 印 はオ ンライ ン計測 しなかった製品,黒 丸印はオンライン計測 した製品

である.横 軸を40シ ョッ ト毎に区切っているが,そ れは射出圧力を変化させた単位である.

また,全 体の うね りは射出圧力を変化 させたためによるものである.成 形開始か らの経過

時間を考慮 し,L8の2行 分の成形実験は連続 して行 ったため,最 初 の40シ ョッ トは無駄

打ちで,40-320シ ョッ トはD1,360-640シ ョッ トはD2の 水準の行 の実験である.1回 の反

復の実験は約2時 間の連続成形で ある.

図5.4.7実 験3:安 定後のカム高 さ

図5.4.13の321シ ョッ トか ら360シ ョッ ト及 び641シ ョッ トか ら680シ ョッ トまでの成形品

は成形後そのまま製品溜 に放置 した ものである.製 品溜に放置 した成形品は必ず しも成形

順 には並んでいな いが,整 列保管箱に入れた成形品との間に,明 らか なば らつ きの差がみ

られる.40シ ョッ ト内のば らつきの標準偏差 を求めると,整 列 した もので は3.5μm,製

品溜に放置 した ものでは15μmと なった.製 品溜 に放置 した場合,成 形品が積み重なって,

姿勢が一定せず,冷 却環境に差 を生 じ,寸 法のば らつきとな って現われると考え られる.



連続成形実験で得 られた成形品のカム高 さの成形順の変化を図5.4.8に示す。

図5.4.8実 験3:成 形品 の カム高 さの変 化(R1～S4)



表5.4.6実 験3:高 さ特性値の分散分析

一方,直 交表に割 り付 けた因子の効果 を見るために,オ ンライ ン計測 しなかった成形品

の安定後の高さ値及びそのSN比 を特性 値 とした分散分析 した結果が表5.4.6で ある.要 因

P(C)は 実験の列No.に よ り射 出圧 力の変化 のパター ンが異なるため に生 じた もので,

誤差ではない.1次 誤差に対 しては要因Bの みが有意 とな った.40シ ョッ ト間のば らつき

は3次 誤差 と4次 誤差 をプール した もので あるか ら,平 均的 には標準偏差 で3.5μm程 度

とな り,パ ラメータ設計の結果だけで短時間のばらつ きはかな り小さく抑え られ ることが



分か った.

また 、それぞれへの因子 の効果 を図5.4.9に示す。因子Bの 平均値 に対する影響を調べる

と,成 形直後,金 属板 の上に20秒 間置 くという履歴(B2)に よ り,紙 の上に置 く場合(B

1)に 比 べ,平 均的に25μm程 度高 さが小 さくなる.B2はB1に 比べ,冷 却速度が早い

水準であ り,冷 却速度が安定後の寸法の平均値 に大き く影響する と考え られる.一 方,因

子Aは 予想 に反 して影響が小さか ったが,こ れは,い ずれの水準 も紙の上での冷却で あり,

冷却速 度は余 り違わないため,差 を生 じなかった と考 え られる.

同様 の ことは,図5.4.8に おいてオ ンライ ン計測 した成形品(黒 丸印)と オ ンライ ン計測

しない成形品(× 印)の 安定後の高 さに差がみ られ ることか らも分かる.

しか し,高 さの差はオンライ ン計測開始時間によ り変化する.オ ンライン計測条件の効

果(因 子E)に ついて検討するため に,図5.4.10に,オ ンライ ン計測 開始時間(横 軸)の

違 いによ る収縮値の差の変化を示す.

図5.4.10測 定開始 時間 による平均値か らの差の変化

図5.4.10の 縦軸 は,収 縮値 の差,つ ま りオ ンライ ン計測した製品 と計測 しなかった製品

の安定後の高さの差であ り,成 形条件による影響 は打ち消 されて いる.プ ロッ トされた点

は,因 子Bの 水準に対応 して大 きく2つ のグルー プに分かれている.つ まり,計 測 しない

成形品 を金属板 上に20秒 間置いた場合(B1:白 抜 きの印)と,す ぐに保管箱 の紙の上に

置 いた場合(B2)と の2つ である.当 然,B1の,オ ンライン計測 したものと同 じ様な状

況 にした場合の方が差は小さくゼロに近い.さ らに,計 測開始時間が早いもの ほど,収 縮

値 の差は大 きく,ま た,計 測開始時 間を遅 らせ るとその差は小さくな る.こ れ は測定器の

載物台の上に置 くことと吸引する ことによ り,製 品が まだ高温の内に急速に冷却 され,収

縮値が増大す ることを示 している.ま た,B1の 場合,計 測開始時間20秒 で収縮値の差 は

ゼ ロになるが,30秒 で はオンライ ン計測 した成形品の方が大 きくなっている.こ れはオン

ライ ン計測 しない製品は成形直後す ぐに金属板の上 に置かれ,急 速 に冷や され るが,オ ン



ライ ン計測す るものはオンライン計測 開始の30秒 後 まで金属板上に置かれないため,緩 や

かに冷 えたためである.こ のように,成 形直後30秒 程度の間の成形品の冷却 の仕方の違い

が,安 定後 の高 さの差として残っていると考 えられる.

これ らの結果は,成 形品の成形直後 の冷却環境を一定 にす ることが成形品の品質 を上げ

るため に非常 に重要であることを示 している.

オ ンライ ン計測 した成形品を他の成形品 と同様に製品として利用するため には,オ ンラ

イ ン計 測開始時間を適切に設定す るか,別 に成形直後の両者 の取扱いの差をな くす対策 を

取る必 要がある,し か し,制 御の立場か らはできるだけ早い時点で測定値が必要であ り,

また,工 程 の予測 さえできれ ば良いという立場にたつな らば,オ ンライン計測 した ものを

捨てる ことも考え られる.生 産 ライ ンで どの様な対策 をとるかは,オ ンライ ン計測 の頻度

や,製 品の コス トとの比較で決め られ る.

5.4.6予 測式 と制御式の設定

最終的 に,今 回の実験か ら,オ ンライ ン計測特性値 によって工程 を予測す る式 が求めら

れる.実 験2に よる(5.4.2)式 か ら成形 条件による収縮 量の変化が分か り,実 験3の 結果か

ら冷却履歴 によって決まる基本収縮 量h0が 分かる、この2つ の式を合成す ることによ り,

次の予測式が求め られる.

多特性 を同時 に制御するなど,い くつかの成形条件 を変更 した場合には,こ のよ うなパ ラ

メー タt1を 含 む式で予測が行われるが,射 出圧 力で1特 性 を制御す る場合 には,パ ラメ

ータ設計の結果
,t1に ついては一定条件に決め られ るため,実 際にはhは 一定値 を取る.

(5.4.3)式 を用いて予測された製品の安定後の値yと 目標値y0の 差 δy=y-y0か ら,

射 出圧力の操作量zが 決め られ る.

割 引係数法が取 られる場合 には,δyに 大 きさによ り,修 正量が決められ るが,こ こで

は考慮 して いない.ま た,オ ンライ ン計測時点での測定値か ら,次 の計測時点までの工程

平均の予測 につ いても,こ こでは考慮 していな い.工 程平均 の予測には,工 程 を実際 に長

時間稼働させ て,ま ず,校 正周期を求 め,そ の下で,オ ンライ ン計測特性値か ら予測 され

た安定後の値 と,そ の時点か ら後の工程平均値 との1次 回帰式 を求める.工 程平 均の予測

式 とその予測誤差は,工 程の時間的な変動の特徴 に大 きく依存す る.

また,予 測式の設定のための収縮量hを 知 るため の実験 において は,基 本収縮量h0が

成形品の冷却履歴 によ り変化することか ら,量 産 システムにお ける製品ハ ン ドリング方法

が重要な要 因であることが明か とな った.さ らに,オ ンライ ン測定 した成形品 を他の成形

品と同様 に製品 として利用す るため には,オ ンライ ン測定の開始時間を遅 らせ るか,成 形

直後の両者 の取扱いの差を出来るだ けな くす様な対策 を取る必要がある.し か し,制 御 の

立場か らはできるだけ早い時点で測定値が必要であ る.ま た,そ の後の工程の予測 さえで

きれ ば良い という立場 にたつな らば,オ ンライ ン測定 したものを捨てることも考 え られる.

生産 ライ ンで どの様な対策 をとるかは,オ ンライ ン計測 を行 う頻度や,製 品の コス トとの

比較で決め られるものである.



図5.4.11実 験3:射 出圧 力 と高 さの 関係

さ らに,制 御 のための信号因子の効果 を見 るために,射 出圧力に対 して,1単 位40シ ョ

ットの成形 品のうち,オ ンライ ン計測 しないものの高さの平均値を直交表の各行 ごとにプロ

ッ トした のが図5.4.11で ある.冷 却条 件が違 うため各行の平均値 に差はあるが,行 内での

信号因子 に対す る回帰関係はかな りよく,射 出圧力を信号 として高さを変化 させることが

できることが分か る.図 中のsは 実験開始時点を示 しているが,成 形開始か らの経過時間

が短 い場合には,成 形機 の安定するまでの トレン ドの存在 によるとみ られる回帰関係 の乱

れが見 られる.成 形開始か らの経過時間(D)は,ば らつきではな く,信 号因子な ど成形

条件 の変化 に対す る成形品の特性の応答 に影響 して いることが分かる.

予測 値の 目標値 か らの差 δyか ら信号 因子 の操作量zを 決 める式 は,図5.4.11の 高 さ値

の射 出圧力に対す る感度係数 βpか ら,

となる.制 御は射出圧力を現在値からzだ け変えた値に設定することにより行う.

成形品の高さの特性値においてみられたこのような変化の傾向は、直径を特性値にした

場合も同様の傾向を示してお り、型締め方向の特性である高さとそれと直角方向の特性で

ある直径は、成形条件に対 して同様の変化を示すことが明らかになった。

5.4.7実 験 の ま とめ

オンライ ン計測結果に基づく予測式の設定に関わる問題点について検討するために,成

形直後の成形品の収縮と取扱いについて連続成形実験を行った.そ の結果,次 のことが明

かとなった.

1)射 出圧力以外の成形条件により収縮量は変化することか ら,そ れらの条件が変化する

ときには,工 程の予測式に,成 形条件のパラメータをいれる必要のある場合が生じる.

2)成 形直後の成形品の取扱により,成 形品の寸法及びそのばらつきが変化することがあ



り,成 形 品の状態 を同 じにすることが寸法のば らつきを減 らすために必要である.

3)オ ンライ ン測定する事 によ り,成 形品の特性 を変化 させて しまうことがあ り,そ れ ら

を製品 として使 えな い場合がある.

4)オ ンライ ン測定の条件は一定にする ことが工程の予測のため には重要である.



5.5制 御効果確認のための実験(成 形実験4)

5.5.1オ ンライ ン成形工程のハー ドウェア

予測 ・制御 システムを自動化されたシステム として稼働 させるため に,オ ンライ ン計測

サ ンプ リング用 のロボットを含むハー ドウェア とそれを動かすための計算機 プログラムを

導入 した,し たが って、最終的な成形システムは,次 のよ うな ものになった.す なわち、

山城製作所製横型小型成形機SS-7を 中心 に,オ ンライン計測用のサンプ リングロボッ

トと測定器(寸 法測定器及びキ ャ ビ テ ィ 温度測定器),成 形品を成形順 に並べ るための整

列器,及 び全体を管理するパ ソコンか らな って いる.図5.5.1に 示すように、パソコン及び

シーケ ンサを中心 に、その機器相互 を結び、データの収集 、制御動作指令な どのデー タの

や りと りを行えるように した。対象とした成形品は円筒形の2重 カム機能を持つ小型部品

である.材 料はPOM(三 菱瓦斯化学社製ユ ピタール)で ある.

図5.5.1オ ンライ ン制御 システムの構成 とデー タのや りとり

従 って、これまでの実験機 と以下の点で変更が ある。

①今 までの実験 にお いては人間が成形直後 の製 品をサ ンプ リングして実験 を進めて きた

が、 ロボ ッ トの導入 によ り、 自動化が可能になった。

②オ ンライ ン計測器 の測定値の出力をパ ソコンに取 り込み、成形器 コン トローラへの フィ

ー ドバックを可能に した。

③冷却過程が重要で あることが分かった ことか ら、製 品を整列器に収納す る前に、姿勢 を

一定 にし、ベル トコ ンベ ア上で冷却することにした。

④ 金型キ ャビティの温度が予測 にお いて重要であることか ら、ギャビテイ温度の測定 を補

助的に行 い、予測のパラメータとして利用する。

⑤ 成形品を取 り出す ロボ ッ トハ ン ドとしては、成形品 に大きな力をか けな いよ うに、空気

式ハ ンドを用いた。

これを実現するため、オンライ ン制御のためのパソコンプログラムを作成 し、オ ンライ

ン計測器表示部、シーケ ンサ を通 して成形機、 ロボ ッ ト、 オンライ ン測定器 、整列器を統

一的 に制御できるよ うに した。図5.5.2に オンライ ン制御の流れ、図5.5.3に制御プログラム



のCRT画 面 を、 表5.5.1に 、 ロボ ッ ト ・成形 機等 の シー ケ ンス制 御 のため の表 を示 す 。

図5.5.2オ ンライ ン制御 の流れ

図5.5.3オ ンライン制御 プログラムのCRT画 面

左のグラフ:X軸=時 間 、Y軸=オ ンライ ン測定値

右の グラフ:X軸=シ ョッ ト数、Y軸=予 測値



表5.5.1ロ ボ ッ ト の シーケ ンス 制御 の ため の タイ ミング

5.5.2ロ ボ ッ ト導入 による冷却過程の違い

CAMPSシ ス テムにお いてロボ ッ ト導入 による製品の冷却過程の違 いについて検討 し

た。 図5.5.4は通常の成形サイクル と、 ロボ ッ トによ るオンライン計測用サ ンプ リングを行

う成形サイ クル の違いを示 して いる。人間によるサ ンプ リングの場合には、サ ンプ リング

する、 しな いに関わ らず、同 じ成形サイクルで成形 されていたが、自動化することによっ

て、 型が開いた後 ロボッ トハ ン ドがキャビティまで移 動するまでの3.6秒 の間の差が生

じる。このよ うな冷却条件の差が、成形品及びサ ンプ リング成形品にどのような影響を及

ぼすかについての検討 を行 った。

図5.5.4ロ ボ ット導入 による成形サイクルの違い

ここで、冷却時間 とは、型が 閉 じたままの保持時間、 また、型開時間 とは型が開いては

いるか、成形品がキャ ビテ ィ内 に存在 したままの冷却状態の時間を表 している。また、ロ

ボ ッ トの移 動時間は,3.6秒 であ る。 また、射 出が終 了して、成形品がキャビティか ら取



り出 されるまでの時間を取出時間ということにする。それ は冷却時間 と型開時間の和、あ

るいはそれ とロボッ ト移動時間の和 となる。実験条件は表5.5.2で ある。

表5.5.2実 験に用いた成形条件

冷却 時 間 を3.7、5.2、6.7秒 型 開 時 間1.3、1.6、2.1、3.3、5.5秒に変 化 させ 、10シ ョッ ト分 の

デ ー タ をと った。10シ ョ ッ トの内 、2シ ョッ トは 、ロボ ッ トによ るサ ンプ リ ングを した。

成 形 品の安 定後 の高 さ は、 図5.5.5の よ うな変化 を して い る 。

図5.5.5型 開時間 による製品高さの変化(整列法A)



表5.5.3型 開時間の効果を知るための分散分析表

通常取出の計120個 の成形品のデー タを分散分析 した結果 は、表5.5.3の ようになる。

型開時間 によ り高さの平均値が大き く変化 してお り、それは冷却時間によって傾向が異な

ることが分か る。その様子 を明 らかにするために、型開時間に対 して、平均値 をプロッ ト

したのが図5.5.6である。

図5.5.6取 出時間 による高さの変化(()内 は冷却時間)

図5.5.6よ り明 らかなように、ロボ ッ ト取 出の場合には、冷却時間 によ り平均値が決ま り、

型開時間の影響は小さい。それに対 して通常取出の場合冷却時間によって、その影響 の仕

方が大き く異なって いることが分かった。冷却時間が長 い場合(6.7秒)に は、型開時間

によ らず、ほぼ同 じ時間になることが示 されてお り、オ ンライ ン計測 しても、しなくて も、

成形品の寸法には影響 しない ことが分か った。逆 に、冷却時間が短 い場合 には、通常取 出

に対 して は、型開時間が長 くなると射 出終了後高さが高 くな り、 ロボ ッ ト取出の場合につ

なが ってい くことが分か った。キ ャビティ内にある成形品の温度 を放射温度計で測定 した

ところ、冷却時間5秒 で約130℃ 、10秒 後で約115℃ であった。

このことは、成形品の温度が高い時 の冷却の条件が、成形品の収縮 に強 く影響 している

ことを示 している。また、取 出時間及び、その中に占める冷却時間 と型開時間の比率によ

って寸法が決まって くるということは、成形システムにお いては取 出が重要であることを



示 して いる。特 に自動取出器の付 いていないたて型成形器の場合には、その影響が強 くあ

らわれ ることが考えられ る。また、取出 した後で、どのような冷却条件の下に置 くか も、

大きな影響 をもつ ことは前項の実験で示 した通 りである。

5.5.3制 御設計

最終 的にオ ンライン計測 ・予測 ・制御 システムを稼働 させた実験を行 った.い ままで実

験 してきたシステムと最終的に実験 した いシステムとに違 いがあることか ら,実 際には次

の手順で必要なパ ラメータを決定 した.

①パ ラメータ設計実験 によ り最適条件 を求める.

型開速度,冷 却履歴 を因子に含める.

② 最適条件下での収縮量を予測する式 を求 める実験を行 う.

金型温度の代わ りにキ ャ ビ テ ィ 温度 をパ ラメータとして含んだ予測式 を求める.そ のた

めに,キ ャピテ ィ温度を各ショット毎 に測定 し,収 縮量 との関係 を図5.5.7か ら求 める.

図5.5.7キ ャ ビテ ィ温度 と収縮量の関係

③最適条件下での信号因子の感度係数 を求める.

今回はパラメータ設計実験のデータから求めた.

その結果,最 適条件 として次の条件 の組合せが得 られた.

計量(ク ッション量)23(8mm)

金型温度80℃(温 調機設定)

樹脂温度190℃(加 熱 筒設定)

射出時間2.5sec(制 御装置設定)

射出速度30%(")

射出圧力(ゲ ー ジ圧)55kgf/cm(×15=圧)

速度-圧 力制御切換位置80%(")

冷却時間5.2sec(")



型 開速度35%(")

冷却姿勢 裏

収縮 量の予測式は,キ ャ ビ テ ィ 温度 をtcと して,

予測の誤差分散は

これは割引係数法に利用する.

信号因子の感度係数 βpは

制御のタイムラグは製品2個 である.

5.5.4制 御実験①-初 期 ドリフ トの修正

最適条件の下であっても,成 形開始直後,図5.5.8の ような ドリフ トが見 られる.こ のよ

うな ドリフ トの修正に焦点を当てて制御実験 を行った.上 の条件で,5シ ョッ トに1回 オ

ンライン計測を行 い,必 要 に応 じて制御 をしなが ら,150シ ョッ トの成形 を行 った.制

御方法 として,割 引係数法 を適用 しない場合 とした場合について実験 した.

図5.5.8成 形開始直後 の ドリフ トの例



図5.5.9制 御 によ る ドリフ トの修正

割 引係数法を適用せずに制御 した場合(A),割 引係数法によ り制御 した場合(B)の,

製品の安定後の内カムの高さの変化 を図5.5.9に示す,ま た,オ ンライ ン計測 による予測値

とその結果,実 際に制御が行われたか否か も下段の図に示す.白 丸は制御 しな い,黒 丸は

信号因子の値 を設定 し直 し,制 御が行われた ことを示す.(A)の 場合で も,信 号因子の

設定の最小単位 に対 しての感度係数が大 きいため,予 測値 と目標値 に差がある場合で も,

射 出圧力の値が変化 しない場合がある.

割 引係数法は制御 によるハ ンチィング現象を抑 えるのに有効である.Aの 場合,か な り

頻繁 に制御がかけられ,そ のために製品が ばらつ いて いるのに対 し,Bの 場合,金 型温度

が安定 した後 は,実 際に信号因子 の修正は行われ ていない.そ れは,パ ラメータ設計の実

験 により,か な り安定 した最適条件が見つけられ ているためであろう.従 って,成 形機が

安定 した後では,工 程の制御周期は もっと長 くして もよい.

成形初期の ドリフ トについては,修 正の可能性 はみ られるが,今 の方法だけではまだ十

分で はないことが分かる.特 に,割 引係数法を適 用 した場合,あ る幅の中でかたよ りを持

ち安定する場合があること,ま た,初 期 ドリフ トを十分に修正 しきれない場合がある こと

が見 られた.ま た,5シ ョッ トに1回 の制御では,キ ャビティ温度の変化の方が大き く,

制御 の行き過 ぎを起 こすことが あるな ど,今 後の検討課題 として残 され る.

5.5.5制 御実験②-目 標値への追随

制御実験 として 目標値への追随性 を見るための実験 を行 った。成形条件はパ ラメー タ設

計実験でえ られた最適条件である。 この条件の下での工程は安定 してお り、予備実験 にお

いても初期 の ドリフ トを除いては顕著な ドリフ トはみ られない。そ こで、制御 が 目標値か

らの差だけに依存す ることに着 目し、工程の目標値 を変える ことによ り疑似的 に工程の変

化を作 り出 し変化させた工程の目標値に追随す るか どうかを見 ることにした。

目標値は、成形開始後、温度的 に安定す る120シ ョッ トまでは一定に し、その後40シ ョ

ッ ト毎に変化させた。予測制御に使用 したパ ラメータは前項 と同 じであるが、予測の誤差

分散 には、回帰式の誤差分散とショッ ト間の誤差分散の和 を利用 した。オンライ ン計測に



時間がかかるため、実際に射出圧力を変化させて製品に制御がかかるのはサンプルした製

品の3個 後の製品からであり、タイムラグは3で ある。

図5.5.10制 御実験の結果(実 線は目標値)

実験 によ り得 られた製品の安定後の高さの変化は図5.5.10の通 りである。実線は 目標値

で ある。 また、図5.5.11に 目標値 か らの差を時間 に対 してプ ロットした ものを示す,割 引

係数適用(W1)の150シ ョット付近の乱れは、温度測定器 との通信 ミスによ り収縮値 の予

測が乱れたためであるが、それは次のオンライン計測 によ り修復 している。また 、このデ

ータは以下の解析 には利用 して いない。

図5.5.11か ら分か るよ うに、全体 として 目標値近 くの製品ができ、予測制御 システムが

うまく作動 していることが分かる。



図5.5.11制 御実験の結果(目 標値か らの差)

オ ンライ ン計測 していない製品の安定後の高 さの値 の分散分析表を表5.5.4に示す。

表5.5.4目 標値か らの偏差の分散分析表

表5.5.4か ら分かるように、割 引係数法 を適用 した場合 もしない場合 も同様に、 ショッ ト間

誤差は同程度であるが、制御の誤差 は有意 にな り、制御の結果が ショッ ト間誤 差 と同程度

にはなってお らず、制御 にまだ問題が ある ことが考 え られる。 また、いずれの場合 も一般

平均の効果が大 きく、目標値か らの差が十分 には とりきれていないが、割引係数を適用 し

た場合の偏差の方が適用 しない場合に比べ小さくなってお り、割引係数の効果 がみ られる。

制御 の効果 を詳 しくみるために、オ ンライ ン測定 の結果である予測値を図5.5.12に プ ロ

ッ トした。 図に示す ように予測値はほぼ目標値の周 りに分布 してお り、偏差が大 きいのは

予測 の問題 ではな く、制御の問題であ り、予測値 と実 際の実現値との食い違 いが生 じてい

る と考え られ る。



図5.5.12予 測値の目標値か らの差 の変化 と制御の適用

図5.5.13制 御実験:射 出圧力の設定値の変化

また、分散分析表の 中で、目標値(M)の 主効果が、W1(割 引係数あ り)の 方がやや

大きめであるのは、割引係数法 によ り目標値の近 くでの細かい修正が効 きにくいことによ

ると考え られ、逆 に、W2(割 引係数な し)で 制御の誤差e2が 大きめ になるのは、常に制



御がか か り、射出圧力の設定を変 えているためである と考 え られ る。それは、図5.4.13に

示す よ うに、 目標値が変化 しない40シ ョッ トの間で も、W2の 場合、設定値が細か く変 化

している ことか らも分かる。また、割 引係数法 を適用 しない場合(W2)に も、白丸で制御

がかけ られない場合があるのは修正量が小さく、射出圧力の最小設定値よ り小さくな った

場合で あ り、実質的に割引係数的な効果となっている。そのため、割 引係数法の適用の有

無による差が シミュレー ションの結果に比べ比較的小 さくなったと考 えられる。また 、e3

はシ ョッ ト間の誤差であり、当然の ことなが ら、いずれ も同 じ程度の大きさとなった。

5.5.6ま とめ:成 形加工システムにおける工程管理への提言

品質 工学 における品質設計 システムの考え方 を成形工程の設計に適用 し,成 形 システム

の最適化の方法を示 した.特 に,オ ンライン計測に基 づいた予測 ・制御 システムを設計す

るために,成 形直後の冷却履歴 と成形条件による成形品の寸法,収 縮の違いについて検討

した,そ の実験結果か らは,次 のことが明 らかになった.

①成形品の寸法及びそのばらつきは成形直後の成形品の冷却条件が大き く影響するため,

それ らを含めたパ ラメータ設計実験が必要で ある,

②射出圧力は成形後の収縮値を変化 させず,成 形品の安定後の寸法を変化 させ ることか ら,

オ ンライ ン制御の信号因子 として適切である.

③成形品の成形直後の温度に関係 した条件は,オ ンライ ン測定値及び収縮値 を変 化させる

ため,そ れ らを工程の予測式のパ ラメータとして含め る必要がある.

④オ ンライ ン計測の条件を一定にすることが工程の予測 のためには重要である.

これ らの実験結果及び品質設計システムの考 え方は,オ ンライ ン予測 ・制御 システムを

持たない成形工程 に対 しても重要な示唆を持 って いる.従 来,成 形機で設定される成形条

件 によって成形 品の寸法やそのば らつきが決 まると考 え られ,成 形条件の検 討が行われて

きたが,成 形品の成形直後の扱い方によってばらつ きが変わって しまうという事実は工程

の組み方に十分注意すべき ことを意味 して いる.成 形メー カでよく行 われているよ うに、

成形品を製 品溜 に落 としてまとめて扱 うことは製品のば らつきを大きくしている.製 品取

出器を使 うにせ よ使わないにせよ,成 形品を成形順に並べ,そ の姿勢 を一定 にす ることが

成形品の品質向上にとって重要である.ま た,実 験のためにサ ンプルを取る際 にも,他 の

成形品 と同 じ状態 で冷却 された ものを取 らなければ,そ の実験 自体が現実の工程の状態 を

反映 しないものになって しまうことになる.

ペ レッ ト状の樹脂が成形され,成 形品が冷や され るまで の間全てが一つの成形工程の単

位であるとの認識が必要である.



5.6第5章 のまとめ

第5章 では、プラスチ ック成形工程を対象 に して、品質設計 システムの中のオ ンライ ン

計測 システムについて、計測プロセス設計の立場か らオ ンライ ン計測 システムの設計のた

めの一連の実験 を行い、計測プロセス設計の有効性 を実証的 に検証 した。

第5.1節 で は、プ ラスチック射出成形工程 に対 して適用 した品質設計システムCAM

PS(Computer Aided Process Design and Control System)全 体の概要について述べた。

1)品 質設計 システムの体系的なアプローチ と実験により、短時間での成形工程の最適化

を行 うことがで き、成形のばらつきを標準偏差で16μmか ら5μmに な り、1/3に

低減で きた。

2)品 質設計 システム適用の方法をパ ソコンソフ トウェアCAMPSの 形にまとめた。

第5.2節 では、オンライ ン計測 の考え方を整理 し、今後の実験の方向を明確に した。

第5.3節 では、 オンライ ン計測管理 システムを機能 させるための基本的条件 として,

計測 システムの管理 、計測 間隔、予測方法の3項 目を立て 、プ ラスチ ック成形工程をモデ

ル工程 とした検討を行 なった。さらに、成形実験 によ り得 られた工程変動のデータを用 い

た工程の予測 ・制御方式の シミュ レー ション実験 を行 い、次の結果 を得た。

1)成 形品の重量 によ り成形工程の変 動を捉 え、現実の工程変動が3つ の場合に分かれ 、

それぞれの場合 に、サ ンプリング数な ど計測 ・制御条件の効果 に違 いを生 じる。

2)工 程平均の予測 を行な うことは、製品のば らつきを減 らすために有効である.

3)制 御量 を決める割引係数法は、一方向に ドリフ トす る工程 には有効ではないが 、うね

りのある工程 に対 しては有効である。

第5.4節 では、CAMPSシス テムにお けるオ ンライン計測結果 に基づ く予測式の設

定に関わる問題点について検討するために,成 形直後の成形品の寸法 と収縮 に対す る成形

条件 と測定条件の影 響 について調べるために、連続成形実験 を行 った.そ の結果,次 の こ

とが明か とな った.

1)成 形条件、測定 条件を、成形品の寸法、収縮 に対す る影 響の特徴 によって分類す るこ

とによ り、工程最適化のために固定するもの、オ ンライ ン制御の信号因子とするもの、

予測制御式のパ ラメータとするもの、に分けることができる

2)成 形直後 の成形品の取扱によ り,成 形品の寸法及びそのば らつきが変化することがあ

り,成 形品の状態 を同 じにすることが寸法のば らつきを減 らすために必要である.

3)製 品をオンライ ン測定する事によ り,成 形品の特性 を変化 させて しまうことがあ り,

それ らを製品 として使 えない場合 がある。

第5.5節 では、工程 にロボ ッ トを導入 し、 自動化 した システム として制御効果確認の

ための実験 を行 った。 自動化のために導入 した ロボッ トのため に成形サイクルが変化す る

ため、取 り出しの違 いや冷却過程の違いによる製品の特性 の変化の状態を実験的に検討 し

た。その上で、今 までの実験結果を基 に、制御条件を整理 し、連続成形実験を行った。そ

の結果 、次の ことが明 らか となった。

1)冷 却時間、型開時間など冷却過程 によって製品の安定後のカム高さが変化するが、そ

れを うまく選択す ることによって取 り出 しの違 いを吸収す ることが可能である。

2)制 御 設計 において 、オ ンライン計測の条件 と、制御の条件の検討 を行い、割引係数法

を用いた制御を設計 し、設計の方法を明 らかに した。



3)設 計された制御方法を実際に工程 に適用 し、生産 開始時に起こる ドリフ トの改善 と、

平均値の制御を行 った。

第5章 の一連の実験 は、成形工程のオ ンライ ン制御のための測定 システムの設計のため

のものであったが,そ こでは、単 に製品であるカムの高さを測ればよいということではな

かった 。すなわち、オ ンライン計測によってそれ以後の製品の特性 を予測す るために製品

がサ ンプ リングされている ことか ら、予測値が どのよ うな条件で決まって くるか 、どのよ

うな条 件を変化 させた ら予測式を変化させる必要が あるか を明 らかに してお くことが必要

であった。オ ンライ ン制御 という計測の目的に対応す るため には、成形技術その ものに踏

み込 まざるを得な い。一 連の実験では、成形機で設定する成形条件、さ らに、製品の冷却

の条件が、製品の特性(こ の場合はカム高 さ)に どのように影響 しするか、それ をサ ンプ

リング した製品の特性か ら如何に予測するかを実験的に検 討したことにな る。このような

課題 は、単にカム高 さを測 り、測定結果を レポー トするという測定 プロセス だけでは実現

できな い。課題の解決 をす るという計測プロセス としては、工程の予測に深 く関わる こと

すなわ ち、計測の対象 となっている固有技術に直接的に関わ らざるを得ない。そのことが

計測のパ フォーマ ンスをあげ、計測の役割 を主張 してい くためには必要である。



第6章 生産 システム にお ける計測プ ロセス設計

本章では、今まで に検討 した測定 と計測のパフォーマンスの評価 の観点か ら、第4章 で

述べた生産 システムにおいて、生産プ ロセスの各段階で行われ る計測 プロセスの設計につ

いて検討す る。測定 される特性 、計測で重要な評価指標 の考 え方 を整理す ると共に、設計

の手順 という形で計測プロセス設計 をま とめた。

6.1生 産プ ロセス における計測特性

計測プ ロセス設計 の中で、計測 のパ フォーマ ンス を確保する上で、計測特性の選定の段

階が一つのキーポイ ン トである。検討の対象 となる特性 の観点か らみて、生産活動の中の

計測 について生産プロセスと対応 させて検討する。

第2章 で述べたように、測定は対象の性質 を検 出し、定量化す ることが 目的である。さ

らに、計測 の立場か らは、目的に合わせて測定対象の性質の差 を測定値 として検 出し、定

量的 に対象を評価 し、比較する ことが要請 される。計測特性を検討す るにあたって重要な

ことは、何 を計測特性 として選択するか、 とい うことと共 に、対象の性質の差をどのよう

な空間で検 出し、比較するか という点である。たとえば、強度試験の関係 を調べ るとして

も、製品設計の場合 には一般的に引張試験 と硬 さ試験の関係を求め換算関係を出す ことも

あるが、加工現場で検査や制御 に使われるような場合には、試験が適用される加工工程の

変動 を検 出 しなけれ ばな らな い。より狭 い空間での変動や関係 を明確にする ことは難 しい。

工程内の実験は、実際 に変動する加工工程の条件空間のなかで試料を作成 し、測定、評価

する ことによ り可能 になる。その場合の計測のスケールは、客観的な物理量 としての測定

量のスケール と異な り、問題の対象 となる集 団に依存する場合がある。すなわち、計測 は、

その対象 とする場、例えば、設計、加工、製造 などの生産現場 と密接 に結びつけて考 える

必要がある。

第4章 で明 らか にした生産段階 とそ こで検 討される特性を対応させ ると図6.1.1の よ う

になる。

図6.1.1生 産 プロセスに対応 した検討すべき特性



生産 プロセスは、大 きく、製品設計によって製品の仕様 と製造方法を決めてい く、工程

設計までの設計段階 と、その仕様を製品として実現す る製造段階に分けて考 える ことがで

きる.

工程設計までの設計段階は、市場調査な どでユーザが求める品質特性を現実の製品の仕

様へ変換するオ フライ ン段階である。品質特性はユーザ要求あるいは製品企画の意図を表

してお り、定性的な特性 である場合が多い。それに対 して製品を製造す る立場か らは、定

量的で、客観的 に測定可能な特性を仕様 として規定す る必要が ある。品質機能展開はその

側面での方法を提供 している。

品質特性は、例えば、傷がないきれいな表面である、とか、寒冷地で も作動する機器で

ある、な ど、ユーザの層を考 え製品企画のなかで規定 される。製品設計では、そのような

品質特性 を測定可能な特性 に置き換えて仕様を決定す る。

仕様には、製品の特性を規定する製品仕様と、製品の性能 を規定する性能仕様がある。

製品仕様では、例えば、製品の大 きさなどの特性が決められ、図面の形で製造段階に受

け渡される。製品仕様 として図面で指定された製品特 性(パ ラメー タ)は 、それに従って

製造が行われる。また、製造工程の管理特性や検査特性 として利用される。

性能仕様は、多 くの場合、それ によって製品を製造するのではな く、製品 を評価す るた

めに利用される。性能仕様は、計測特性そのもので はな く、測定 された特性 を何 らか の手

続 きに従って数式処理 された形で評価される。例えば、ロボ ッ トの作動誤差 はx以 下であ

る、 と仕様に規定され た場合、 ロボッ トの作動距離 の測定が行われ、実際の作動距離 と目

標とした作動距離との差が作動誤差として計算 され る。 この場合 、測定特性 は作動距離で

あるとして も、評価特性 は作動誤差である。評価指標 としては、作動誤差、あるいは作動

のばらつき という形で規定 され、それ を数値で表現す る。仕様 には、作動誤差 の最大許容

差や分散あるいは標準偏差 などが規定 される。 この ような評価指標 は性能仕様の一つであ

る。多量生産の場合、性能仕様が検査特性 として使 われる場合はあるが、製造のための工

程の管理特性 になることはほ とん どな い。

製品設計の役割 は、性能要求を満 たす製品の製品仕様を決める ことである。製品仕様 に

規定 された製品 を製造すれ ば、その製品は性能仕様 を満足す るように設計されている とい

う前提があるか ら、その ときの性能要求 は性能仕様 にな る.パ ラメータ設計 は性能(SN

比)と 製品特性(パ ラメータ)の 関係を求め、最適化す るためのものであり、オフライ ン

計測の一つの 目的である。また、製品の品質は、最終 的には性 能仕様への適合性で判断 さ

れ、それを満たすための最低条件が製品仕様への適合性 である。製品仕様は、製品の持つ

特性の中心値 とそれに対す る許容差で指定される。

製造段階は、決められた製品仕様に基づいて製品を製造す るオンライン段階である。オ

ンライン設計で は、製造での管理特性を決める。製造段階での計測は、製品の特性が製品

仕様の適合 して いることを保証す るために行われる。仕様適合性 を保証す るために、製造

工程の中で製品あるいは工程条件を管理す ることが必要である。 これがオンライン計測で

ある。実際の製造工程 では、製品仕様で決め られた全ての特性 を測定するわ けにはいかな

い。幾つか のキーになる特性が、管理特性として選択 される ことになる。

検査では、個 々の製品を出荷す るか しないか を決 める。仕様を満足 していない製品は出

荷されてはな らない。仕様への適合性の判断で ある。 しか し、やは り、全ての特性を測定



す ることはできないことか ら、代表的な特性が測定される。 これが検査特性である。その

とき、製品特性 を測定される場合 もあるが、その総合結果である性能仕様によって判定 を

行 うことによって、総合判定す るのが検査の本来のあ り方であるといえる。特に、全ての

製品を測定す るのではな くロッ ト管理する場合には、検査のための測定は複数の特性を対

象 にす ることが可能である。

品質保証は、出荷された製品は製品仕様 は満たされているとして、製品仕様として決め

るべき特性で見落 とされた特性がないか を検討する こと、また、製造段階で管理、検査 さ

れなかった特性 で問題が生 じないか を、クレームが生じる前に検出することが本来の役割

である。例 えば、R社 のエ ンジンは、 ロッ トごとにサ ンプ リングされ、加速負荷実験 が行

われ、問題があった場合 には市場で問題が生 じる前に対策が講 じられ る。しかし、現実に

は、ク レームに対する処理 に多 くの力が取 られている。クレー ム処理 における計測は、 ト

ラブルが生 じた原因追及と設計へのフィー ドバ ックが 目的である。原因追及の計測 におい

ては、ク レーム品と正常品 を区別でき、測定可能な特性を探す ことか ら始まる。それ は、

製品 を良品 と不 良品に分類し、両者のグルー プでの特性値の差が大きいものを検出す るこ

とによ り可能になる。



6.2評 価指標-計 測特性と機能性

生産プロセスの各段階の計測では、目的に合わせて対象を評価することが不可欠である

が、計測の目的は測定が必要になる状況により変化する。それを共通的に検討するために、

評価指標について検討する。この節では、対象が要求される機能に対して、その品質を表

す機能性を一つのキーとして検討する。

す なわち、前節で、仕様 には製品仕様と性能仕様がある ことを述べたが、仕様 を計測特

性 に置き換えて いくときに、製品の評価 という観点か らは、特性そのものが問題 になる場

合 と計測特性 をもとにした性能が問題 にな る場合 とがある。前者 は仕様に特性そのものが

規定 されている場合で、それが製品仕様の場合、個々の製品 を評価す るときに利用される

ことが多 い。一方、性能は、'製品や工程が要求された機能をどの程度満た しているか、に

よって表現 され る。 これを機能性 という.こ の場合は、測定 した特性をもとにして機能性

を表す評価特性への変換が行われ る。例えば、測定のSN比 は、測定量によって測定値が

比例的に変化す るという理想機能 に対 し、誤差の分だけはずれて しまう、という現実の機

能の理想機能か らのはずれ の大きさを表現 してお り、機能性の指標である。例 えば、SN

比は製品や工程の機能 のば らつきを表 してお り、機能性の指標 として活用 される。

機能性の計測 に 「性能の測定」あるいは 「機能性の測定」 という表現を用いて、 このよ

うな評価指標を測定の出力 とする考 え方がある。 しか し、性能や機能性は測定特性か ら導

出される性能指標であ り、計測の 目的 、結果に基づ く対策 に大 きく依存 してお り、単なる

測定特性 とは性質を異にしている。測定 とい う用語を用いることによって、計測 としての

意識を希薄にして しまうおそれがある ことか ら、測定結果の評価指標への変換は計測の重

要なポイ ン トであることを明確 にするため に、測定ではな く計測とい う用語 を使 う。

測定が成 り立つために必要なことは、スケールが一つである ということである。スケー

ルが一つでなければ、客観的な数値化 はで きない。物理法則 を基礎に し、基本的な量とし

て使われている物理量は客観性 を持ったスケール として利用可能である。評価指標がこの

スケール にのっている限 り、測定の結果は直接的に評価 に結びつ く。

それに対 し、計測 の場合、その 目的 である評価にお いてスケールが一つでな いことが多

い。 この場合、多次元のスケール空間の中での位置によって評価する ことになるが、どの

範囲を良いとす るかが問題である。判 定のためのスケールを一つの軸 にす るために、評価

の基礎にな る測定の結果で ある測定値 に重み をつけた指数が考え られている。

例えば、不快指数は、温度、湿度などの客観的な測定値と人間の実感を結ぶ実験式とし

て提案されたものである。関係式は測定値に重みを掛けた形で構成されるが、人間の実感

が個人によって異なっているということがネックになって、指数の客観性が問題になる。

また、田 口の提案 したマハ ラノビスータグチの距離は、良否の判定を、多 くの測定結果

の線形結合によって尺度を作 り、一 つの軸 に載せる ことによって、多次元空間の中での判

定の複雑 さを容易にするための試みである6-1)。一つの軸を尺度 として構成す るためには、

原点 と単位 とな る量を規定することが必要であるが、田口は、専門家 の判定 において正常

とされたものの空間で単位 を決める ことを提案 してお り、異常 と正常を判別す るスケール

にしようとするものである。 この場合 も、スケール作 りの基礎 とな る判別 は、尺度を作る

段階では専門家に依存す る。

多次元的な測定軸 を持 った評価 を客観的に行 うため には、このような一つのスケールに



評価指標 を載せてい くことが必要である。 この点か らの計測特性の研究は今後 もその重要

性が増すであろう。

同 じ様な問題は、工業量の測定の中にも内在 して いる。例えば、硬 さ測定の場合、材料

が同 じ硬 さを示 した として も、強度評価の観点か らは同 じにはな らないことがある。それ

は、本来、強度評価 が多次元的であ り、例えば、硬 さ測定 の結果である押 し込み深さは強

度のある方向の軸 を測定 して いるだけで ある、 ということができる6-2)。 すなわち、ロッ

クウェル硬 さ測定 という単スケールの代用特性だけでは強度を十分には評価できないこと

を示 して いる。多次元的な強度評価 を進めていくため には、

①他の、多 くの特性の測定を行 う、

②硬 さ試験の高度化を行 い、試験プ ロセスか ら多 くの特性 を引き出す、

③ 目的 とす る強度 によって、それ に添 った軸 を持つ測定を探す、

な どの方策が考え られ る。従来、多 くの測定法が 「試験法」 という形で開発 されてきたの

は、③ の方向に沿ったものである。

6.1節 に対応 して、生産段階の 目的 に添 った計測の 目的 を対象の評価 と設定 した場合

の、計測特性 とそれ に基づ いた 目的の実現のためのアクションをまとめたのが表6.2.1で

ある。

表6.2.1生 産段階 に対応 した計測の 目的 とその実現

技術開発の段階では、生産技術や製品技術 において、技術の機能性 を確保す るために必

要な特性 を決め ることが行われ る。特性は、機能性 に大きく寄与 している もの、機能性 に

関係 しな いもの、 に分類 され る。製品設計、工程設計の段階では、機能 に大きく寄与 して

いる特性 については機能性 の確保の観点か ら、また、機能 に関係ない特性につ いては機能

以外 の要求事項の観点か ら、特性の値が決定 される。品質工学では、技術開発の時点で機

能性 が十分研究 されている場合 には、製品設計、工程設計の段階での検討が省 け、後段階

での品質問題が生 じないため、全体 として製品開発 のス ピー ドが上が り、効率的な開発が

実現す ると主張 している。

設計段階でのオフライ ン計測の 目的は、機能性を評価 し、設計に利用 してい くことであ

る。そのために、評価対象である技術、製品、工程の機能を計測す る。機能は多 くの場合、

入力 と出力の関係で表現 される。機能性の計測で、直接的に測定されるのは機能の入出力

の特性で ある。評価特性 としては、動特性のSN比 である。

設計段階では、機能性の評価 に基づ いて、仕様が決定 され る。たとえば、製品設計段階



で製品仕様の決定のためにパラメータ設計が行われるのは、製品仕様で決められるパラメ

ータ(製 品特性)に よって製品の機能性が変化することが予測され、機能性を確保するた

めにパラメータの中心値が決められるからである。許容差設計は、その製品特性の許容差

を決めるために行われる。

オンライン設計以下の製造段階では、設計段階で決められた特性が仕様に適合している

ことを計測によって評価することが基本である。理想的な工程設計が出来ていれば、製造

のばらつきが製品仕様の許容差の範囲に入ってお り、製品は性能仕様を満足していること

が予測される。その場合には、製品検査は必要なくなる。源流での対策が出来ていれば、

下流での余分な計測や評価は必要なくなると考えられる。

さらに、品質保証 における評価は、生産システムがきちん と管理され、それぞれの生産

段階で の役割を果た していることを監査的に確認す るとともに、現状の生産 システムの活

動で抜けて いるものがないか、の検 討を行 う。ク レームや、設計、製造 に問題があれば、

その内容が フィー ドバ ツクされ る。 しか し、生産プロセスの中で、製品設計、工程設計な

ど上流での設計段階で充分な検討が行 われ、機能性設計が最適化 されて いれ ば、製造 もス

ムーズに行われ、ク レーム は大幅 に減るはずである。



6.3計 測プ ロセス設計のサポー ト部

第4章 で計測プロセス設計をメイ ンの流れ とサポー トの流れ に分け、スタッフ部門がや

るべ き課題 として、サポー ト体制の仕事に次のものをあげた。

①測定方法の開発:新 しい評価に対応するため。

②測定の基準 ・標準の設定:測 定システムの安定性確認のため。

③ トレーサ ビリティの確保:測 定結果の一般性を確保するため。

④校正方式の設定:測 定の誤差を確定するため。

⑤測定システムの改善:測 定結果の信頼性の向上のため。

この部分 については、4.3節 で硬 さ試験の場合で議論を行 ったが、計測 のスタッフの

仕事 として、また、標準研究所 としての計量研究所に とって本質的な部分である。それは、

トレーサ ビリティの確保は測定 の普遍 性を確保するものであ り、基準 ・標準は空間的 ・時

間的な安定性 を確認 し、確保するため に必要なもので ある。計測がその対象とする技術 に

大き く依存するのに対 して、この部分は計測特性が決め られたという前提のもとで、計測

に関わ る技術の閉 じた系として検討が可能な部分である。そのため、計測プ ロセスのメイ

ンの流れ とは切 り離 された仕事 として位置づ けられる。

① の測定方法の開発は、測定原理 の新 しいアイデアを実際の測定 システムとして実現す

る研究 開発の段階である。 ここでは、測定技術の専門家が システム設計したものを、評価

技術 を用 いたパ ラメータ設計、許容差設計を通 して、最適な測定 システム として設計す る.

測定 システムを製品 と考えれば、4.2節 で検討 した製品開発・ 製造の流れをそのまま活

用す ることが出来る。ある特性 をある要求精度で測定 したいというのがユーザ要求であ り、

開発 の目的である。

② の測定の基準 ・標準の設定は、同 じものを同じ測定方法を用いて測定 した結果が同 じ

にな ることを保証す るためのハー ドウェアとして基準を決めるものである。基準を使い校

正 をす ることによって、時間的に離れた ときに測った結果や別の事業所で測った結果が一

致 し、測定が安定 していることを保証することが可能 にな る。一般に、基準は安定 した測

定対 象物 を設定する ことによ り実現す る。ものが安定 している ことは測定によ り確認され

るが、測定が安定 しているか どうか も、ものの測定で確認される。 このような矛盾 を避 け

るためには、3つ の方法が考 えられ る。

1)多 数 の測定 システムで同 じもの を測 った結果が変化 しない ことを確認す る方法であ

る。多数の測定 システムが同 じように変化することの確率は低い という事実に基づ く。

2)測 定のたび にものを新たに作成 し、測定する。その前提は、作成の再現性が測定 の再

現性よ り良い、 ということである。

3)測 定のたびに測定 システムの構成要素を確認し、再現性の良い状態で、同じもの を測

定す る。そ の前提 は、測定装置の構成要素を設定す ることによって測定 システムの再

現性が確保され るということである。

いずれかの方法で、ものの安定性 を確認することによって、測定の基準作 りが可能になる。

基本的な量では、国家標準が設定 され トレーサ ビリテ ィ制度が確立 しているが、多 くの実

際 に必要 とされ る量ではそのよ うな体 制は取 られていない。基準作 りの アルゴリズムの確



立が必要である。

③ の トレーサ ビリテ ィは、製品の特性値が一般的に認められ るスケールにのっているこ

とを保証するためのものである。1社 内での生産のためには必ず しも トレー・サ ビリティと

いう形での一般性は必要なく、社内標準の確率で充分であるが、製品の市場性、共通性 を

確保す るためには、 トレーサ ビリティは必要である。

④の校正方式は:測 定プロセ スの変化 を検 出 し、補正することによって、安定 した測定

結果 を出すために必 要な システムで ある。JISZ9090校 正方式通則は校正方式を決めるた

めの方法 を提供 している。また、第2章 で検討 したように、校正方式な どの測定 システム

の管理方法 を決め ることによって測定 システムの誤差が決まることか ら、誤差評価の前提

として不可欠の要素である。

⑤ の測定 システムの改善は、測定の信頼性を向上させ るためのものである。改善を進め

る方法 としては、測定の機能性の改善 を図るためのパ ラメー タ設計がある。 これ も、測定

システムを1つ の製品と考えた設計技術によ り、SN比 の改善を行 うことが出来る。

このよ うなサポー ト部分の仕事は、企業の中では、計測のスタ ッフ部門の仕事 として行

われ る。そ こでは、計測技術の評価 と設計のための方法を駆使 して各部門で行われて いる

計測 プロセスのサポー トを行うことが期待 され る。



6.4計 測 プロセス設計の手順

以上の検討 をもとにして、生産 システムにおいて活用 される計測プ ロセスを設計す る方

法 につ いて、次のような手順 と留意点 をまとめた。

手順1計 測 の目的 に対 して、評価特性 と測定特性 を決める。

1)計 測 の目的を定め、生産 システムのどの段階にあるかを明確 にす る。

2)計 測 の目的に則 して、評価特性 を定める。

・評価特性には、特性その もの と性能(機 能性)が ある。

・仕様が提示されている場合 は、仕様への適合性を評価する。

・評価対象の機能 を明確にす る。機能は入出力関係で表現 される。

・機能性はSN比 で評価され る。

・特性が定性的な場合、定量化できる特性への変換が必要である。

経験者 、熟練者の判断 を機械 ・物理 ・化学的特性 に置 き 換 え る 。

相関分析、因子分析な どの解析手法を活用する。

3)評 価特性に則 して、測定特性 を定める。

・特性そのものが評価 され る場合には、その特性が測定 される。

・機能の入出力特性が、測定特性になる。

・入 力特性は測定特性ではな く、意識的に設定する場合も多 い。

4)評 価対象の範囲を母集団として決める。

・対象の変動の範囲を明確 にす る。

・定性的に規定 され る場 合には、測 定 しないと分か らない場合 もある。

・問題の原 因追 及の場 合には、多 くの測定項 目が選ばれる こ とがある。

手順2定 められた測定特性に対して、測定方法を選定する。

1)測 定 の範囲 と要求精度を明確 にする。

・要求精度は許容差の1桁 下、管理限界の1/3以 下 に設定す る。

・この段階での要求精度の検討は、測定器 に対する目安であ る。

2)測 定現場での使用条件、制約条件を明確にする。

・制約条件 には、環境条件、測定対象、装置などの制約がある。

3)条 件設定のコス トと効果によって制約条件を分類する。

・測定現場で測定者が設定できる使用条件

・測定現場で測定者が設定できない使用条件

・測定現場で測定者が設定しない使用条件

・計測設計によ り、コス トと効果の詳細な検討をする場合もある。

4)制 約条件の下で、測定方法が選定される。

・多 くの場合、専門家の ノウハ ウによ り選定が行われてきた。

・データベース活用の可能性 がある。

5)適 切な測定方法がない場合 には、サポー ト部隊が測定方法の開発 を行 う。

・動的な計測の場合、適切な測定方法がない場合が多 い。

手順3選 定 された測定方法の誤差評価 に基づき、計測設計を行 う。

1)測 定 システムを、ハー ド、ソフ ト面か ら具体的に決める。



・測定 システムの内容 につ いては、4.2節 を参照。

・測定器、装置などのハー ドウェア

・校正方式 ・使用条件 ・制約条件な どのソフ トウェア

2)選 定 された測定システムの誤差評価を行 う。

・誤差評価実験 を行 う。

・実験ではな く、経験的な結果 を利用する こともある。

3)要 求 を満足す る場合には、その測定 システムを採用する。

・計測のコス トと効果の経済性比較 による検討を加える。

・効果の定量化 には、田口 の損失関数の考 え方がある。

・経済性の検討によっては、要求精度 を見直す場合 もある。

4)要 求を満足 しない場合には、サポー トを受 ける。

・測定 システムの改善実験を行 う。

・測定方法の開発 まで戻る こともある。

手順4測 定計画の策定と実験の実施を行う。

1)測 定特性に基づいて、 どのよ うなデータを取 るかを決める.

・特性そのものが問題の場合、その特性の測定を行 う。

・機能性が問題の場合、入 力として信号の設定が必要である。

・機能性が問題の場合、ユーザの使用条件か ら誤差因子が決まる。

・製品の使用者、製造現場な どがユーザ に相当する。

・出力特性 は測定特性で ある。

2)デ ータの解析方法、評価指標 への変換の計算方法 を決める。

・機能性を表すSN比 の計算方法を決め る。

・測定計画は対象技術 に依存する。

3)実 験因子を決め、わ りつけを行 う。

・実験計画法の活用 を図る。

・条件の分類を行い、因子を明確 にす る。

・分類 には、設定できる ものと後分類す るものがある。

・測定現場で測定者が設定できる使用条件は制御 因子 となる。

・測定現場で測定者が設定できない使用条件は誤差因子 とな る。

・実験の場では、誤差 因子 も出来るだけ意図的に設定する。

・評価指標を求める実験単位と評価指標 を比較す る実験単位 を分 ける。

・評価指標 を求める実験単位には、信号因子 と誤差因子 をわ りつ ける。

・評価指標を比較する実験単位には、制御因子をわ りつける。

4)実 験計画に基づいて実験を実施する。

手順5デ ータの解析 と結果の評価 を行 う。

1)評 価指標の算 出、解析を行 う。

・実験計画の段階で解析方法は決 まる。

・解析方 には、回帰分析、分散分析な どがある。

2)要 因効果の大きさの評価 を行 う.

・要因効果の寄与率 を算出 し、寄与の大 きい要因を求める。



・統計的検定を行 うこともある。

3)最 適条件の変数を推定 し、予測を確認する。

・寄与率の大きい要 因を用 いて予測 を行 う。

・予測結果 の再現性があるか どうか を、実験により確認する。

・直交表実験を行 った場合には、要 因効果 の加法性の確認が必要であ る。

・確 認実験の評価は利得 によ り判定す ることもある。

手順6目 的の実現と対策の選定を行う。

1)寄 与率の大 きい要因を用 いて、制御因子 の設定 を決める。

・評価指標 に寄与率の大 きい要因は性能改善にとって本 質的である。

・寄与率の小さい要 因については、他の制約条件 を考慮 して決める。

2)対 策のコス トと効果の比較を行い、対策を決定す る.

・効果の評価 として損失関数の活用が出来る。



6.4.オ ンライ ン計測 プロセスの設計の手順

5章 で は、生産 システムの中での製造段階でのオ ンライン計測 を実施するためのオンラ

イ ン設計の部分での検討 として、プラスチ ック射出成形工程での制御設計のために、一連

の実験を行 い、工程稼働 のためのパ ラメータを決定 した。 これは、計測 プロセス設計の一

つの試みで あった。 ここで は、5章 で検討 しなかった工程管理 システムの経済性 につ いて

述べ ると共 に、計測プ ロセス設計の手順 をまとめる。

田口の損失関数 に基づ いて検討するオンライ ン品質工学の検討例が、最近、発表されて

いる。それ によると、現状の工程管理 システムは必ず しも最適な状況で適用されているわ

けではな く、オ ンライ ン計測を どのよ うに進めるかは、過去の経験 と実績で決め られてき

た というのが現状で ある、とい うことがいわれている6-3)。

田口は、次のオンライン計測 の損失関数 を提案 し、それを最小化する ことによ りオンラ

イ ンの フィー ドバ ック制御 による工程管理 システムの最適化 を行っている。

ここで、Lは 総損失(円/個)、Aは 許容差 Δを超 えた ときの処理費用(円/個)、Bは

計測 コス ト(円)、Cは 調整 コス ト(円)、nは 計測間隔(単 位は製品の個数)、uは 平均

調 整間隔(単 位 は製品 の個数)、Dは 調整限界、 σmは オンライ ン計測 の誤差の標準偏差

である。

上式右辺の第1項 は製品1個 当た りの計測 コス ト、第2項 は製品1個 当た りの調整コス

ト、第3項 は製品のば らつ きによる損失(品 質損失)で ある。その和である総損失Lを 最

小化する計測間隔n及 び調整限界Dを 最適解 としてオンライ ンフィー ドバ ック管理システ

ムを定めることができる。 この最適化 によって、管理 コス トとその効果である品質損失の

減少のバ ランスが取れ る。 このような損失関数を導入す ることによって、管理システムの

評価 を客観的なスケールで行 うことができる。

計量研究所で行ったCAMPSの モデル工程では、製品 もモデルであったためそれらのパ

ラメー タは仮想的 にしか設定できなか ったが、最近の検討例では実際の工程のパラメータ

が求め られ、検討が進め られて いる。石野は半導体整流素子の製造工程に適用 し、工程管

理の総損失 を大幅 に低減する ことがで きる こと、測定誤差の改善によりさらに損失 を減 少

させ る ことが可能で あることを述べている6-4)。 さらに、計測器の校正システムへの適用

を図 り、オ ンライ ン計測器 の管理 システムを最適化 した6-5)。 これらの適用が示 した こと

は、現実 に動 いている工程管理 システムは経験 的にしか行われておらず、管理 システムの

最適化 と計測 システムの面か らの検討が欠けている、 ということである。

5章 で述べたよ うな技術 的な側面か らの検討 と、 ここで述べた損失関数による経済性 の

検 討を併せて行 うことによ り、オ ンライ ン計測設計 と工程管理設計は完結する。

オンライ ン計測は、製品特性の仕様 に適合 させ るために行 う計測であ り、評価指標は測

定特性その ものである。従って、次 のような手順 と留意点にまとめることができる。ただ

し、手順1-3は 前節の ものと共通点があるので、オンライン計測で特徴的な ものに限っ

た。



手順1(オ ンライ ン)計 測の 目的に対 して、評価特性 と測定特性 を決める。

・評価特性 は、ほとんどの場合、測定特性 の値そのものである。

・測定特性 は、製品特性の仕様の中で基本的で重要なものが選択 される。

○制御条件 を決めるために工程条件 と製品特性の関係を求める。

・製品特性 の、工程条件 に対す る依存性 を調べ る。

・工程条件 を依存性 によ り分類 し、制御 のための信号因子を選定する。

・依存性によ り、固定す る条件、固定 しな い条件に分ける。

手順2(オ ンライ ン)定 め られた測定特性 に対 して、測定方法 を選定す る.

・工程の条件が悪 い中での測定 になる ことが多 い。

・製造装置に組み込まれて いる場合がある。

手順3(オ ンライ ン)選 定された測定方法の計測設計を行 う。

○製品のオンライン測定条件を定める。

・オ ンライ ン測定値の、測定条件 ・工程条件に対する依存性 を調べる。

・測定条件 ・工程条件を依存性 により分類する。

・依存性 によ り、固定する条件、固定 しない条件 に分ける。

・固定す る条件は制御因子 になる。

・固定で きない条件、固定 しない条件 は誤差因子である。

手順4(オ ンライン)オ ンライ ンでの工程の制御方式 を決める.

○工程平均の予測式を求める。

・オ ンライ ン測定値か ら製品特性を求 める予測式を求める。

・予測式の工程条件に対す る依存性を明 らかにす る。

・手順1 ,3に おける依存性か ら求め ることもできる。

手順5(オ ンライ ン)オ ンライ ン制御の管理方式を定 める。

○測定間隔nと 管理限界Dを 決める。

・コス トと品質水準を考慮 した損失関数(6 .3.1)式を用いて最適化する。

手順6(オ ンライ ン)制 御の効果 を確認す る。

・実際の工程で確認す る場合が多 い。

・製 品の品質水準(標 準偏差)の 減少で確認す る。

・工程の平均調整間隔uが 予測値 に近 くなることで確認する。

オンライ ン設計で特徴的な ことは、工程の制御 という計測の 目的が明確であ り、製造技

術に踏み込み、測定条件 と工程条件を合わせて考える必要が ある ことである。 これは、製

造工程の中で測定するという制約のなかで、測定が工程 と独立 に規定す ることができな い

とい う状況を反映 している。最終的には製品あ品質に寄与するが、生産技術 を通 じてそれ

が実現され、生産技術のなかで検討され るため、オンライ ン計測 という意識が希薄で、制

御 の問題 としてだけ議論され ることの方が多い と考え られ る。それは、品質管理のデータ

処理が、データの誤差への認識をあま り持 たず、デー タを絶対視する ことによ り成 り立っ

てきたことと軌 を同 じくしている。対象の変動 と計測のためのデータの変動を明確に区別

するために、制御の前提 である計測 を独 自の立場で議論できる体制が必要である。



6.6ま とめ-計 測のパ フォーマ ンス

第6章 では、当生産 システムにおける計測 プロセスについて、計測特性、評価指標の点か

ら生産 プロセスに対応させて検討 し、 さらに、計測 プロセスの設計手順 をまとめた。それ

らの中で、次 の ことを明 らか にした。

1)生産プロセスを設計段階と製造段階に分け、それぞれの段階での計測の目的を明らか

にした。設計段階では製品特性仕様と性能仕様を評価すること、製造段階では仕様に

対する適合を評価することである。

2)計測の目的に則した評価指標には、特性そのものの場合と機能性の場合があり、それ

ぞれ製品特性仕様と性能仕様に対応する。

3)生産システムにおける計測プロセスを設計する手順を整理 した。

本研究では、作業 としての測定 と目的を達成 させ る計測 を区別 して、測定 あるいは計測

のプロセスを検 討 して きたが、第6章 までの検討 を生産 システムにおける計測のパ フォー

マ ンスの立場か らま とめると次のよ うになる。

測定プロセスのパ フォーマ ンスの評価はSN比 の方法に基づいた誤差評価 により可能で

あ り、計測プロセスのパ フォーマンスの評価は 目的の達成度 によ り可能である。

測定システムのパフォーマンス、すなわち、誤差の評価においては、単に測定を繰返す

のではな く、実験計画法を活用 したデータの収集 と解析が重要で ある。実験計画法を用 い

た実験の中で、マンマ シンシステムとしての測定 システムの評価 を行 ったが、測定者によ

る誤差分散の差 が1桁 ある場合 もある。測定 システムに人間が関与する場合 には、その差

が大 きいため、そ の正当な評価 とそれに対す る対応が必要である。

一方、計測のパ フォーマ ンスの観点か らは、目的の達成度が問題であるが、生産システ

ムにおける計測 の目的は、その計測が関連する生産 プロセスに依存する。一般的 には、設

計段階、品質評価段階では、機能性評価のための特性の測定が行われ る。ここでの計測の

問題 としては、機能性 を評価するための特性 を如何に選択するか 、ということである.そ

のためには、対象の技術の機能に対す る洞察が必要である。 また、製造段階では、工程管

理のための特性 の測定が行われ、工程のフィー ドバ ック制御 に活用 される。 ここでの計測

の問題は、制御 という目的 に対 して どのような情報 を収集 し、有効な制御 を可能にするか

とい うことであ る。 いずれの場合 も、計測のパ フォーマンスを確保するという点では、対

象技術の内容 に関連 して、計測の管理者が どのよ うに計測 プロセ スを築き上げるか という

ことがキーポイ ン トである。測定 のための システムが 自動化 し、測定者の関与が少な くな

った として も、計測プロセスを設計 し、管理す るマネー ジャーは必要である。 このマネー

ジャーに必要なのは、第6章でまとめた手順を実現する、システム的な構想力と評価力で

ある。それ によって、 計測のパ フオーマンスが確保 されるといって良い。計測プロセス設

計 において うま く設計 された計測 プロセスは高いパ フォーマ ンスが期待される。



第7章 結言

本研究は、計測と測定の区別を明確にするとともに、生産システムの中で計測が果たす

べき機能を計測におけるパフォーマンスの立場から解明し、計測が生産活動に積極的に関

わる方向を明らかにすることを目的とした。各章で得 られた成果は以下の通りである。

第1章 では、本研究 の背景となった計測に関わる問題 とパフォーマ ンスの考 え方の基本

について明 らかにした。

計測 とは、本来、単なる測定 という作業 プロセスだけでな く、計測の 目的に合わせて、

測定の計画 を立て、測定を実施 し、データを解析 し、さ らに測定結果 を有効に活用す るア

クションを取るための体系的プロセスである。 しか し、測定を科学的な操作として抽象化

し、単純 なデータ獲得の作業プロセスと見な し、その結果、計測 自体が、測定 とい う作業

的な部分 との区別 を曖昧にして、その成果を必ず しも十分 にあげていな いという状況があ

る。

本研究では、計測 自体の価値を高めるための方法を積極的に提起するため、計測におけ

るパフオーマンス という概念の提起を行 った。すなわち、計測を人間が社会的な立場か ら

生産 を行 うという目的 に対する機能 とみな し、 この機能 を実現す る過程(プ ロセス)と そ

れが生み出す結果を、パ フォーマンス と名付けた。従 って、計 測のパフォーマ ンスの概念

の中には、計測の主体 となる人間による計測の 目的の設定、計画の設定、測定の実行、測

定結果 の処理、評価 、活用などの過程 と、その達成度を含む計測の広い意味の評価を含む

ことになる。計測 システム及び測定 システムは必然的にマン ・マシン ・システムとして構

成される。

本研究では、測定 と計測を次のように区別 して考えた。測定 とは,測 定量を測定 し、数

量化するという作業的な過程で ある。一方 、計測 とは、計測の必要性か ら、測定 を行い、

所期の目的を達成す るという、広 い立場での一連の過程である。さ らに、測定 、計測の時

系列的な一連 の過程 を 「測定 プロセス」、「計測 プロセス」 と呼び、また、測定プロセス、

計測プロセスの中で活用 されるハー ドウェアとソフ トウェア との集合を 「測定システム」、

「計測 システム」 と呼んだ。ハー ドウェアにはそのプロセスで利用 される測定器や装置を

含み、ソフ トウェアには測定条件、校正方式や管理方式などが含 まれる。

第2,3章 では、計測の作業的な部分である測定 システムのパ フォーマンス評価を対象

として検討 を進めた。

第2章 では、計測の作業的な部分である測定システムのパフォーマンス評価の基礎とな

る誤差評価の方法を、測定の機能性評価の立場から明らかにした。

すなわち、測定の機能は測定対象量の真の値を測定値として推定することである。測定

に期待される機能を満たす程度を表す機能性は、測定誤差により定量化される。そのため

に必要な測定システムの機能は、測定の尺度をベースとした測定量の加法性を、測定シス

テムの出力である測定値の加法性として実現することである。測定誤差の大きさの定量化

のために、誤差及びその評価の方法の基本を、加法性の実証と加法性からのばらつきの評

価を行うSN比 の方法に置いた。



SN比 の方法 による測定の機能性評価 とその中で用 いられている 「校正」の概念を基に、

校正 を前提にした測定 システムの誤差 の成分 を検 討 した。 さらに、SN比 の方法と従来の

誤差評価手法 との共通点、相違点を明 らかにする とともに、今後 、世界標準 として広く使

われ ると思われるISOの 不確か さ表現 ガイ ドの方法 との関連 を検討 した。

それ らの中で、次 のことを明 らかに した。

1)測 定 システムの性能は、誤差その ものではな く、母集 団として規定 された条件の下で

求め られた測定値の集団の性質 として、分散あるいは標準偏差で表現された 「誤差の

大 きさ」 を用いることができる。

2)測 定 システムの機能を評価す るという立場か ら、動的特性のSN比 によって測定シス

テムの基本性能を的確 に評価できる。

3)校 正 を前提 に した測定の誤差には、実物測定の誤差、校正作業による誤差及び校正に

使用 した標準の誤差の成分が含 まれる。

4)誤 差 の大きさは、測定器 に固有の ものではな く、管理条件、環墳条件 を含めた測定シ

ステムの条件 によ り決まる。

5)従 来の誤差評価の方法は、測定量一定の点でのかたよ りとば らつきを基礎 とした静的

な評価が中心で あるが、動特性 のSN比 の方法では、測定範囲内での加法性からのば

らつきとして、現実的な誤差の大 きさの評価 が可能である。

6)ロ ックウェル硬 さ試験 の不確か さ評価 に、JISZ9090校 正方式通則で使われている品

質工学 の許容差設計の実験計画を活用 した。 このデータは不確かさ表現ガイ ドの出版

以前 に取 られたもので あるが、不確か さ評価の考 え方に沿 った解析が可能であること

を明 らかにした。

7)SN比 の方法は、測定の不確か さの評価のなかで、不確かさを推定する統計的方法の

有力な方法 として位置づける ことができる。

8)動 的特性のSN比 評価 のための信号因子の考 え方を活用 して 、標準値が明 らかな校正

の場合 はもちろん、真の値が分か らない実物が対象の場合であって も、加法性をベー

スにして測定の誤差の大きさの推定が可能で ある。

以上の ことか ら、測定 システムのパ フォ 一マ ンスを定量化す るための誤差評価において

は、次の点を明確にすべきである。

1)評 価対象である測定 システムのハー ド、ソフ トの条件を明確にす る。

2)計 画的なデー タの取得のために、実験計画法 を用いる。特 に、補正 しない系統効果 を確

率化することを考慮 した配置が望ま しい。

3)実 験計画 としては、信号因子 と誤差 因子を活用 したSN比 による評価を行う。

4)標 準 と実物の形態が異なる場合、誤差の表れ方が異なるため、別途の評価が必要である。

第3章 では、測定 を行うシステム としてのマ ンマ シンシステムを取 り上げ、人間が大き

く関与する測定 システムのパ フォーマ ンス評価 につ いて、実験例 を中心 に検 討を進めた。

第3.1節 で は、測定のマンシステムの問題 として、測定 システムの異常 とは何かを考

察す るとともに、異常 を測定者が 的確 に判 断で きない状態を 「過ち」と規定 し、測定の過

ちがデータの変動 に及ぼす影響 について検 討を行 った。その結果 、以下の ことを明らかに

した。



1)測 定系の非定常な状態 を異常と呼び、測定者がそれを見逃 した場合 を測定の過ちと考

え る。

2)現 実の測定の中にも数%の 過ちがみ られる。

3)測 定数nが 大きい場合(n～100)、 極端でない過 ち(dく2、 ｒ く2)が あっても4%以

内の過ち率であれ ば、平均値当誤差の大きさ(分 散)に 大 きな変動 を生 じないことが

ある。

4)個々のデータが重要な意味を持つ場合には、過ちをな くすための対策が必要である。

第3.2節 では,測 定のマンマシンシステムの問題として、測定者の判断が大きな役割

を果たす接触式変位測定器を用いた測定における誤差のモデルを考察し、実験的にその有

効性を確認 した。接触式変位測定器による寸法測定の手順及び操作を検討し、計測器及び

測定者の系から発生する誤差のモデルを定式化 し、それを確認するための実験を行った結

果、以下のことを明らかにした。

1)寸 法値は本質的 に二つの座標値の差 として表 される こと、及び、 この座標値 に入る

誤差をかたよ りとぱ らつきに分離 して表す ことによって、誤差のモデルを得た。それ

による と、測定誤差 は、目盛付けの誤差、最適値 を捜す操作 によって生ず る誤差、測

定の機構 によ り生ず る誤差の成分 に分ける ことができる。

2)誤 差のモデルに,有 効操作回数の概念 を導入す ることによって、最適値 を捜す操作

による誤差の一部だけが小さくなることを明らか にした。測定値のフィー ドバ ックに

よって誤差分散の一部 は小さくなるが、小さくな らな い部分が残 り、測定のパ フォー

マンスにとって フィー ドバ ックはあまり意味がない。

3)座 標値の分布が測定機構上の制約 によって打切 り点 をもてば、寸法値の分布は正規

分布か らずれ、 とが りをもち、右(δ>0の 方向)に すそ をひ く形 となる。

4)以 上の考察 の結果 は、接触式変位測定機 による、フィー ドバ ックの有無 によるパ フ

ォーマンスの違 いをみるための実験結果 とよ く一致 した。

第3.3節 では、測定 の信頼性 と測定過程 との関連 を明 らかにす るため 、測定のマンマ

シンシステムの問題 として、接触式寸法測定器 を用いた測定 システムにおいて、測定者 に

よる測定誤差の特徴、及 び、測定者の操作による測定過程 と測定誤差の対応 について実験

的に検討 し、次のことが明らかになった。

1)測 定の個人差は目視 の判断 とか測定経験の差 として考え られてきたが、測定過程の操

作や判断によって も、測定者によ り10db(誤 差分散で1桁)の 差が生 じる ことか

ら、測定系の信頼性 を評価す る際、測定者 の要素 を抜 きにす ることができな い。

2)被 測定物の形状、判断情報の フィー ドバ ック方法の要因によ り、測定者の能 力の差が

現れる。

3)繰 返 し誤差 による測定者の評価 は、総合誤差との対応は見られず 、測定者の能力の差

の評価 にはな らない。

さらに、種々の要因による測定過程のパター ンの変化 の様子を、初期、中期、最終期、

の3つ の特性の特徴 によ り解析 した ところ、次の ことが明 らかにな った。

4)誤 差が小 さくSN比 の高い測定者グループでは、共通的 に同 じ様なパ ター ンが現れる

が、他方の グループに は,共 通性は明確ではな く、ば らつきが大きいままで あるとい

う傾向がある。



5)測 定過程のパ ター ンは測定者、被測定物の形状 によ りほぼ定ま り、SN比 の向上に対

応 したパターンの変化はみ られな い。

6)全 体 として、誤差が小さ くSN比 の高 い測定者 グルー プには単純なパター ンが多く、

比較的単純な操作による測定を行 ってお り、測定時間 は短 い。

7)誤 差が小さくSN比 の高い測定者 グループは、最終判断 を行 うときには、動 きを停め

た直後に判断を行 って いるパター ンが多 く当ス ピン ドルの動 きをもとに判断を下 して

いる。

第3.4節 では、マ ンマシンシステムとしての測定 システムの誤差評価 とその改善の対

策につ いて検 討を加えた。誤差評価 においては、個人差の関与に関する情報を正 しく与え、

状況に合わせた計算ができるよ うにしてお くことが必要である。改善のための対策 として

は、個 人差 を補正するための校正は有効である。 しか し、かた よりの補正はできるが、ば

らつきの補正はできない。そのため、測定者の教育 ・訓練では、 まず測定 の安定性 を追求

することが優先 される。 また、教育 ・訓練 につ いては、3.3節 の実験では必ず しも操作

過程 と測定誤差 との対応が明 らか にな らず、操作過程の面か らの対策 を考 えるにはさらな

る研究が必要である。

これ らの測定のマ ンマシンシステムの一連の実験の 中で、測定 システムの中で測定者が

果たす役割が大 きい場合当、測定 システムのパフォーマンス評価が測定者 に関わる要因によ

り大き く変化す ることを明 らかにした。人間の測定操作、判断が結果に現れ ると言 うこと

は、単に測定を自動化すればすまされる問題ではな く、調整、校正の問題 として依然残 さ

れる。

第4章 では、計測の問題が生 じ、計測を行い、問題を解決するまでのプ ロセスを計測 プ

ロセス と規定 し、パフォーマンス概念に基づいて、計測 プロセスの設計 と評価 について検

討した。

第4.1節 で は、計測活動 を構成する当計測のプロセ スと測定のプロセスの構造 を明 ら

かにし、計測プ ロセス設計の考え方 を提案 をした。

1)計 測 の問題 が生 じ、解 決されるまでの過程 は、管理的な部分である計測プ ロセスと作

業的な部分で ある測定プロセス とに分 けることができる。

2)計 測 プロセスの設計 は、計測の合 目的性の確保と測定 の信頼性の確保 の問題 に要約す

ることができる。

3)計 測特性が決め られた後の測定の評価は、測定プロセスの問題 として行われる。

4)測 定 システムは、測定プロセスの実施 に必要なハー ドウェアとソ フトウェアの総体 と

して規定され る。

5)計 測 システムの確実性を確保するための計測プ ロセス設計の考え方を提案 し、硬さ試

験の開発を例 としてそれ を検討 した。

第4.2節 では、計測 プロセ スのパフォーマ ンスを確保する立場か ら、生産 システムに

おける品質確保のための品質設計システムを整理 し、提案 した。

1)生 産 システムにおける計測 プ ロセスの役割 を、生産プロセスである検査、統計的工程

管理、工程改善、工程の制御、工程設計、製品設計の立場か ら整理 した。

2)製 品の生産 システムを最適化するための品質設計システムの枠組みを、オンライ ン計



測 、オ フライ ン計測の立場か ら明 らかにした。

第4.3節 では、計測プロセス設計の中で一般的な検討が難 しく、共通的な方法が確立

していない部分である計測特性の選択の問題について、プラスチック歯車の測定の場合を

実験的に検討 した。1つ の金型から,金 型温度を変化させ射出成形した小型歯車について,

二歯面かみあい試験および個別誤差の測定を行い,両 者の結果の関連を因子分析法により

求め,二歯面かみあい試験によるプラスチック成形歯車の評価の有効性について検討した.

1)かみあい試験の解析により,歯 車全体の形状を表す特性および歯形の良否を表す特性

が得 られた.

2)歯車全体の形状を表す特性は,偏 心を表す特性、歯先円のゆがみを表す特性,収 縮率

の変化を表す特性を含んでいる,

3)以 上の特性 について射出成形歯 車の評価 を行 う上でも,二 歯面かみあい試験は有効で

ある。

4)プ ラスチ ック成形歯車の場合,歯 先円のゆがみ による形状誤差への影響が大きいので,

歯 車 として評価す る場合注意する必要がある。

5)こ こで示 した方法は、試験 で得 られる各種特性の意味を明 らかに し、計測特性として

選定すべきかどうか を決めるための方法 として採用す ることができる。

6)ま た,プ ラスチ ック成形歯車の場合,歯 先円のゆがみによる形状誤差への影響が大き

いので,歯 車として評価する場合注意する必要がある。

ここで示 したような方法は、試験で得 られる各種特性の意味を明 らかに し、計測特性と

して選定すべ きかどうかを決めるため の方法 として採用することがで きる。その際、次の

点に注意すべ きである。

7)検 討の対象 とな る母集団を明確 に し、その母集団の中でのデータの加法性と相関に基

づ いた検討 をすべきである。

8)計 測特性 の意味を明確 にす るために、従来の特性 との対応 、従 属性、独 立性 を明 らか

にす る方法 として、因子分析法が活用で きる。

第5章 では、プ ラスチ ック成形工程 を対象に して、品質設計システムの中のオンライ ン

計測 システムについて、計測プ ロセス設計の立場か らオンライ ン計測 システムの設計のた

めの一連の実験を行 い、計測プ ロセス設計の有効性を実証的に検証 した。

第5.1節 で は、 プ ラスチ ック射 出 成形 工 程 に対 して適 用 した 品質 設計 シス テムCAM

PS(Computer Aided Process Design and Control System)全 体 の 概 要 につ いて述 べた,

1)品 質設計 システムの体系的なアプローチ と実験によ り、短時間での成形工程の最適化

を行 うことがで き、成形のば らつきを標準偏差で16μmか ら5μmに な り、1/3

に低減できた。

2)品 質設計 システム適用の方法 をパ ソコンソフ トウェアCAMPSの 形にまとめた。

第5.2節 では、オ ンライ ン計測の考 え方を整理 し、第5.3節 以降の実験の組立を明

確 にした。

第5.3節 では、オンライ ン計測管理システム を機能 させるための基本的条件として,

計測 システムの管理、計測間隔、予測方法の3項 目を立て、プラスチック成形工程をモデ

ル工程と した検討 を行なった。 さらに、成形実験 によ り得 られた工程変動のデータを用い



た工程 の予測 ・制御方式の シミュ レー ション実験 を行 い、次の結果を得た。

1)成 形品の重量によ り成形工程の変動を捉え、現実 の工程変動が3つ の場合に分かれ、

そ れぞれ の場合 に、サ ンプリング数な ど計測 ・制御条件の効果に違いを生 じる。

2)工 程平均 の予測を行な うことは、製品 のば らつきを減 らすために有効である.

3)制 御量を決める割引係数法は、一方 向に ドリフ トす る工程には有効ではないが、うね

りのある工程に対 しては有効で ある。

第5.4節 で は、CAMPSシ ステムにおけるオ ンライン計測結果に基づ く予測式の設

定 に関わる問題点について検討するため に,成 形直後の成形品の寸法 と収縮に対する成形

条件 と測定条件の影響 について調べるために、連続成形実験を行 った,そ の結果,次 のこ

とが明か となった.

1)成 形条件、測定条件 を、成形品の寸法、収縮 に対する影響の特徴 によって分類するこ

とによ り、工程最適化のために固定するもの、オンライ ン制御 の信号因子 とする もの、

予測制御式のパ ラメータとする もの、に分けることができる

2)成 形直後 の成形品の取扱によ り,成 形品の寸法及びそのば らつきが変化す ることがあ

り,成 形 品の状態を同じにすることが寸法のば らつきを減 らすため に必要である.

3)製 品をオ ンライン測定する事によ り,成 形品の特性を変化させて しまうことがあ り,

それ らを製品 として使 えない場合がある。

第5.5節 では、工程にロボットを導入 し、 自動化 したシステムとして制御効果確認の

ための実験 を行 った。 自動化のために導入 した ロボ ッ トのために成形サイクルが変化す る

ため、取 り出しの違いや冷却過程の違 いによる製品の特性の変化の状態を実験的に検討 し

た。その上で、今 までの実験結果 を基 に、制御条件 を整理 し,連 続成形実験 を行 った。そ

の結果、次のことが明 らか となった。

1)冷 却時間、型開時間な ど冷却過程 によって製品の安定後のカム高さが変化す るが、そ

れをうま く選択することによって取 り出しの違 いを吸収する ことが可能である。

2)制 御設計において、オ ンライ ン計測 の条件 と、制御の条件の棟討 を行 い、割 引係数法

を用いた制御 を設計 し、設計の方法を明 らかに した。

3)設 計 された制御方法 を実際に工程 に適用 し、生産開始時に起 こる ドリフ トの改善 と、

平均値の制御を行った。

第5章 の一連の実験は、成形工程 のオンライン制御のための測定 システムの設計のため

の ものであったが、そ こでは、単に製品で あるカムの高 さを測ればよいということではな

か った。すなわち、オンライン計測 によってそれ以後の製品の特性 を予測するため に製品

がサ ンプ リングされていることか ら、予測値が どのような条件で決まって くるか、どのよ

うな条件を変化させた ら予測式を変化 させ る必要があるか を明らかに しておくことが必要

であった。オンライ ン制御 という計測 の目的に対応するためには、成形技術その ものに踏

み込 まざるを得ない。一連の実験で は、成形機で設定する成形条件、さ らに、製品の冷却

の条件が、製品の特性(こ の場合はカム高 さ)に どのように影響 しす るか、それをサ ンプ

リングした製品の特性か ら如何 に予測するか を実験的に検討 した ことになる。 このような

課題は、単 にカム高さを測 り、測定結果を レポー トする という測定プ ロセスだけでは実現

で きない。課題の解決をするとい う計測プ ロセス としては、工程 の予測に深 く関わ ること

すなわち、計測の対象 となっている固有技術 に直接的に関わらざるを得ない。その ことが



計測のパ フォーマンスをあげ、計測 の役割 を主張 していくため には必要である。

第6章 では、生産 システムにおける計測プロセスについて、計測特性、評価指標の点か

ら生産 プロセスに対応させて検討 し、さらに、計測 プロセスの設計手順 をまとめた。それ

らの中で、次のことを明 らかにした。

1)生産プロセスを設計段階と製造段階に分け、それぞれの段階での計測の目的を明らか

にした。設計段階では製品特性仕様と性能仕様を評価すること、製造段階では仕様に

対する適合を評価することである。

2)計測の目的に則した評価指標には、特性そのものの場合と機能性の場合があり、それ

ぞれ製品特性仕様と性能仕様に対応する。

3)生産システムにおける計測プロセスを設計する手順を整理 した。

第6章 までで、作業 としての測定 と目的を達成 させ る計測を区別 して、測定あるいは計測

のプロセス を検討 してきたが、生産 システムにおける計測のパ フォーマンスの立場か らま

とめると次のようになる。

測定 プロセスのパ フォーマンスの評価はSN比 の方法に基づいた誤差評価によ り可能で

あり、計測 プロセスのパフォーマンスの評価は目的の達成度 によ り可能である。

測定システムのパフォーマンス、すなわち、誤差の評価 においては、単 に測定を繰返す

のではな く、実験計画法を活用 したデータの収集 と解析が重要である。実験計画法を用 い

た実験の中で、マンマ シンシステム としての測定システムの評価を行 ったが、測定者 によ

る誤差分散 の差が1桁 ある場合もある。測定 システムに人間が関与す る場合には、その差

が大 きいため、そ の正当な評価 とそれに対す る対応が必要である。

一方、計測のパフォーマ ンスの観点か らは、 目的の達成度が問題 であるが、生産 システ

ムにお ける計測の目的は、その計測が関連す る生産 プロセスに依存す る。一般的 には、設

計段階、品質評価 段階では、機能性評価 のための特性の測定が行われ る。 ここでの計測の

問題 として は、機能性 を評価す るための特性 を如何に選択するか、ということで ある。そ

のため には、対象の技術の機能に対する洞察が必要で ある。また、製 造段階では、工程管

理のための特性の測定が行われ、工程のフィー ドバ ック制御に活用 される。 ここでの計測

の問題は、制御 という目的に対 して どのような情報を収集 し、有効な制御 を可能にするか

とい うことである。いずれの場合 も、計測 のパ フォーマンスを確保す るとい う点では、対

象技術 の内容に関連 して、計測の管理者が どのように計測プロセスを築 き上げるか という

ことがキーポイン トで ある。測定のための システムが 自動化 し、測定者 の関与が少な くな

った として も、計測プロセスを設計 し、管理す るマネージャー は必要である。 このマネー

ジャーに必要なのは、第6章 でまとめた手順 を実現す る、システム的な構想 力と評価力で

ある。それによって、計測のパフォーマンスが確保されるといって良い。計測 プロセス設

計においてうまく設計された計測プロセスは高いパ フォーマンスが期待 される。

本研究 は、計量研究所で行われてきた、計測標準及び計測技術 の開発 と技術開発への活

用のための研究の成果の一部である。特 に、計測にお けるパ フォーマ ンス評価 と測定値の

誤差評価 は、計測技術評緬 の基礎であ り、大きな課題 であったが、それ に対す る理解 は十

分で あったとはいえない。そのような中で、きちん と測定す るための測定 システムを設計



し、評価 してい くことが計測設計 ・誤差評価 の研究 として進め られてきた。さらに、測定

するだ けではものは良 くな らない、という問題意識か ら、生産 システムの中での計測の役

割を明 確にするための研究へ と繋が った。

その 一連 の研究 の中で、明 らかになった ことをさらにまとめ ると次のようになる。

1)測 定の誤差評価は、計測の核となる測定 システム のパ フォーマンスの評価 として位置

づけ られる。測定のパフォーマ ンスは測定の機能性を表す測定のSN比 で表現することが

できるが、それを求めるためのデータを如何に集めるか を示す測定の計画が重要である。

2)測 定のためのシステム として、マ ンマ シンシステム を取 り上げ、そのパ フォーマンス

評価 を実験的 に行 い、測定者が関わった測定 システムのパ フォーマンスに対する測定者の

役割 を明 らかに した.

3)計 測 の一連の活動である計測プロセ スの構造 を明 らかに し、その中で測定プロセスを

位置づけた。計測のパフォーマ ンスは、計測の 目的を意識 した計測プロセスの設計、特に

計測特性 の選択、に深 く関わる問題である。

4)計 測 システムのパ フォーマ ンスを検 討す る中で、生産 システムの中での計測プロセス

設計 として品質設計システムの提案 を行い、計測プロセス設計の試み として、プラスチッ

ク成形工程のオンライ ン計測 ・制御 システム の設計を行った。

5)計 測プ ロセスの設計を手順 の形で整理 し、計測のパ フォーマンスを確保する上で、計

測プロセスを管理す るマネー ジャーのシステム的な構想力 と評価力の役割が大きい。

近年 、不確か さの概念に基づ く統一的な方法が計測 のグローバル化の動きの中で提出さ

れ、不確か さ評価の中心的な問題 となってきている。不確 かさガイ ドは、あ くまでもガイ

ドであ り、誤差評価 の問題 を全て解決 したわけではない。また、誤差評価の伝統のないと

ころでは、それを理解する上で、いろいろな誤解 と曲解 を生んでいる。実際の測定の評価

の場面で、本研究で示 した方法 と考 え方が活用 されることによって、不確かさ評価は確実

なものになると考えている。

計量研究所で実現 した品質設計 システムCAMPSは 、共同研究者である(株)山 城精機製

作所 の縦 型成形機 の一部に採用 された。 このように、 ソフ トとハー ドが組み合わさったシ

ステムでは、システムそのものが他所で再現される ことはないが、その考 え方は受け継が

れていく。いろいろな形で活用 される ことによって、システムが具体化され、改善されて

行 くという展開が期待 され る。
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